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1　はじめに一課題と視点
　1962年策定の「全国総合開発計画」（以下，「旧全総」という）や1969年策定の「新全国総：合
開発計画」（以下，「新全総」という）などを通じて，わが国は全国各地を高速交通ネットワー
クで結ぶ構想・計画を発表し，これら国家計画にもとづき全国各地で新幹線鉄道や高速自動車
道などを建設する事業に着手してきた。東海道新幹線や東名自動車道，名神自動車道などの場
合は，1964年開催予定の東京オリンピヅクに間に合わせるべく突貫工事で建設を強行している
し，高速交通施設のいくつかは「新全総」策定前にすでに完成し，供用にこぎ着けている。「新
全総」では東北新幹線や上越新幹線，山陽新幹線，成田新幹線，北陸新幹線などの建設計画を
具体的にあげ，全国に新幹線網を張りめぐらす計画・構想を示している。高速自動車道の場合
も，現在すでに完成・供用済みの東北自動車道や関越自動車道など建設予定の高速自動車道建
設計画を例示的・具体的にあげ，新幹線鉄道と同様に全国各地を高速自動車道網で結ぶ壮大な
計画・構想を打ち上げている。本州・四国間を連絡橋で結ぶ計画や北海道・本州間を「青函ト
ンネル」で結ぶ計画など，四国や北海道が高速自動車道や鉄道を介して大都市圏と陸続きにな
る計画を実現可能な事業として提起している。
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　もちろん，新幹線や高速自動車道や連絡橋など高速交通施設を建設・整備・拡充する場合，
他の大規模開発事業の場合と同様，膨大な事業費が必要である。それに伴う財政的リスクにく
わえて，事業の内容や進捗次第では社会的リスクや地域経済的リスクも覚悟せざるを得ない。
大規模開発につきものの環境破壊や生態系破壊など環境リスクも大いに危惧される。環境破壊
に原因して開発地域周辺住民などが健康被害に直面する場合や，環境影響によっては地域や流
域の野生動物の棲息環境が破壊され，あるいは植生が劣化するなど，いわゆる「不可逆的なリ
スク」も大いに予測され，その影響は甚大である。そのじつこれまでの開発地域における調査
などによって大規模開発に伴う社会経済的影響や環境影響が検証されてきたし，地域や住民は
多様な「不可逆的なリスク」に遭遇してきた。このため，経済学，社会学，地理学，財政学，
都市計画などの社会諸科学や，環境科学（環境学）などは，戦後とくに「旧全総」や「新産業
都市建設促進法」（1962年），「工業整備特別地域整備促進法」（1964年）によって新規の大規模
生産拠点を期待され，新たに「新産都市」や「工業整備特別地域」に指定された都市や地区に
ついて調査・研究し，大規模開発や企業進出が地域や自治体にどのような社会経済的な影響や
行財政的な影響，環境や生態系に影響を及ぼしてきたか，開発や企業進出などに伴って地域や
自治体がどのような構造的変化を遂げてきたかなどについて，総合的・学際的に調査・分析
し，開発の論理・期待と現実・実態の乖離や矛盾について具体的に検証し，成果をあげてき
た。
2　大規模「国家プロジェクト」と社会経済的影響に関する先行研究
　大規模「国家プロジェクト」に関する研究では，以下の成果が代表的である。経済学や財政
学では宮本憲一などによる学際的な総合研究が代表的である。宮本が研究代表を努めたプロ
ジェクト．は大阪・堺市や水俣市，沖縄県などで大規模開発に伴う社会経済的影響や行財政的影
響，環境影響などについて学際的な総合研究を実施し，その成果を宮本憲一編『地域開発と自
治体』（筑摩書房，全3巻，1977年目などとして発表している。上原信博を中心とする静岡大学
グループは共同研究の成果を上原信博編著r地域開発と産業界…造』（お茶の水書房，1977年）と
して出版している。経済学や財政学（とくに地方財政学）のこの分野での研究成果は数多いな
かでも，吉岡健次著r地方自治と地方財政』（新日本出版社，1973年），中央大学経済研究所編
r地方中核都市の産業活性化』（中央大学出版会，1987年）などは経済学的な研究成果として評
価を受けてきた。一方，地理学とくに経済地理学や人文地理学の分野では村田喜代治編r地域
開発における新産業都市一松本諏訪地区の研究』（東洋経済新報社，1969年）や茨城大学地域総
合研究所編r鹿島開発』（古今書院，1974年），社会学では福武直が研究代表を努めた東京大学
社会学研究室の沼津市や三島市など「工業整備特別地域」における大規模開発に伴う構造変化
に関する事例研究などがとくに有名である。沼津市などでの研究成果は福武畔編『地域開発の
構想と現実』（東京大学出版会，1965年）として出版されている。布施鉄治を中心とする北海道
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大学教育学部の社会学研究者などは「工業整備特別地域」の1つである岡山県倉敷・水島地区
の大規模開発を見据え，総合的な地域調査と地域に関する歴史的研究・分析を実施し，その成
果を布施鉄治編『倉敷・水島一日本資本主義の展開と都市社会』（有信堂，1992年）として発刊
している。1960年代以来，「旧全総」や「新全総」を通じて，つねに「拠点開発」や「巨大開
発」の対象地域に位置づけられ，大規模「国家プロジェクト」に翻弄されてきた北海道苫小牧
市を中心とする「道東」地域について総合調査を展開してきた元島邦夫などの共同研究の成果
は，元島邦夫・庄司輿三編『地域開発と社会構造一苫小牧東部大規模開発をめぐって』（東大出
版会，1980年）として結実している。「新産都市」・郡山市に関する大橋薫を研究代表とする明
治学院大学社会学部の調査研究は，社会病理学的なアプローチという点でユニークである。そ
の成果は大橋薫編『変貌する地方都市と住民生活一郡山市における家族と福祉の総合的研究』
（誠信書房，1972年）として結実している。「新産都市」・八戸市については全国社会福祉協議
会ほか編『急速な工業化と住民生活一新産業都市における地域保健福祉計画の策定に関する研
究』（1965年），同じく「新産都市」の富山・高岡地区や八戸地区などについては財団法人・新
生活運動協会編r地域開発と住民生活』（1963年），「新産都市」の山口県周南地区については財
団法人・新生活運動協会編『地域開発と住民運動』（1965年）などの研究成果がある。
　このほか，「拠点開発」などの期待と現実の落差についての研究では，北日本新聞社の長期取
材にもとつく連載記事に代表されるジャーナリストの仕事も見逃せない。北日本新聞社は編集
局の総力を傾注して「新産都市」の1つである地元の富山・高岡地区を取材対象に選び，「拠点
開発」の論理・期待と現実・実態の乖離・矛盾を長期にわたる現地取材を通じて検証し，長期
にわたって連載し，引き続きその成果を北日本新聞社編集局編r幻の繁栄・新産都市20年の決
算一富山・高岡の場合』（動草書房，1984年）として出版している。「拠点開発」の決算書を
『国土計画の思想一全国総合開発計画の30年』（日本経済評論社，1992年）として出版した本間
義人の仕事もジャーナリストの成果である。「新産都市」に指定された各都市・各地区が開発
や企業進出等によって地域や自治体がどのような影響を受けてきたかを主要な指標の数値変動
を通じて「新産都市」の実績をアピールしょうとした所管官庁・経済企画庁総合開発局編集の
r新産業都市等の現状』（大蔵省印刷局，1967年）も興味深い資料であり，有益な情報を提供し
ている。「新産都市」の虚像を浮き彫りにした朝日新聞社編集二二r地域開発の虚像と実像』
（至誠堂，1971年）も，同じく興味深い成果の1つである。
　高度経済成長期以降に「拠点開発」方式などで大規模開発を強行し，大企業などを積極的に
誘致した都市は「新産都市」や「工業整備特別地域」に必ずしも限らない。「新全総」以降，
「巨大開発」方式などを通じて大規模開発を計画・実施し，大企業などを積極的に誘致し，あ
るいは企業進出を促し，環境影響をこうむった地域や自治体，経済的・社会的な構造変化を遂
げた産業都市や企業都市は，地方や遠隔地と大都市の近郊に多い。社会学や経済学や地理学な
どは，この種の産業都市や企業都市などの都市形成について果敢に調査し，優れた成果を数多
く残している。社会学では東京大学社会学研究室を中心に神戸市の調査研究（蓮見音彦編r地
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方自治体と市民生活』東大出版会，1983年），福山市を対象にした調査分析（蓮見音彦・似田貝
香門・矢澤澄子編『都市生活と地域形成』東大出版会，1990年，蓮見音彦・似田貝香断編『都
市政策と市民生活』東大出版会，1993年）が行われている。さらに，島崎稔を中心に川崎市で
社会学的総合研究（島崎稔・安原茂編『重化学工業都市の構造変化』東大出版会，1987年），東
北大学社会学研究室出身者によって釜石市の調査研究（田野崎昭夫編『企業合理化と地方都
市』東大出版会，1985年），明治学院大学社会学部によって君津市の総合研究（舘逸雄編『企業
都市の進出と住民生活』東大出版会，1981年），環境社会学の研究者によって青森県むつ小川原
地区で学際的・総合的な研究（船橋晴俊・長谷川公一・飯島伸子編『巨大地域開発の構想と帰
結一むつ小川原開発と核燃料サイクル施設』東大出版会，1998年）が行われている。この分野
の調査研究は現在も活発で，むつ小川原地区に関しては最近，秋元健治の成果が発表されてい
る（rむつ小川原開発の経済分析一「巨大開発」と核燃料サイクル事業』創風社，2003年）。筆
者も大都市近郊で展開された大規模開発の代表的かつ典型的なケースとして有名な千葉県市原
市・木更津市・君津市・富津市の東京湾臨海地域における大規模開発について総合的調査を実
施している。その成果は著書（r工業化と企業都市の構造変化一千葉県と市原市の実証的研究』
本の泉社，1999年）として出版している。
　経済学では大阪府堺・泉北地区の臨海工業地帯について研究した上林貞治郎（『臨海工業地
帯の分析』新日本出版社，1975年）や宮本憲一などの共同研究（宮本町一編『地域開発と自治
体1一大都市とコンビナート・大阪』筑摩書房，1977年）が代表的である。このほか，同地区
については遠藤宏一の研究もある（r地域開発の財政学』大月書店，1985年）。テクノポリスと
して有名な浜松市に関する研究では上原信博編著『先端技術産業と地域開発一地域経済の空洞
化と浜松テクノポリス』（お茶の水書房，1988年）が有名である。京葉工業地帯の研究では大原
光憲・横山桂次共著『産業社会と政治過程一京葉工業地帯』（日本評論社，1965年）などがある
が，京葉臨海地域での大規模開発の効果や影響について行政当局がまとめたものでは，千葉県
企業庁臨海事業部編『臨海地域開発の影響調査』（千葉県，1975年）や千葉県開発局編『京葉臨
海工業地帯一工業化の実態と地域社会の変貌』（千葉県，1966年）が代表的である。このほか，
大規模開発や企業進出などの影響や構造変化に関しては，東京大学社会科学研究所が京浜工業
地帯や京葉工業地帯について調査・分析した大河内一男編『京浜工業地帯の産業構造』（東大
出版会，1963年）や東京大学社会科学研究所編r京葉地帯における工業化と都市化』（東大出版
会，1965年）などに代表される古典的な研究書がある。これらの先行研究が大規模開発や企業
進出などの何を解明し，何を検証してきたか，研究課題として何を新たに呈示してきたかなど
について個々にコメントすることは避けるが，本研究の問題意識や視点，研究方法が数多い先
行研究から学び，構築してきたことは自明である。
　もちろん，大規模開発に関する調査や研究の成果は以上に尽きるものではない。新幹線や高
速自動車道や連絡橋な：どの建設に伴う影響等に関する学際的な総合研究の件数や成果も決して
少なくない。東北新幹線の建設などに伴う社会経済的影響に関しては船橋晴俊などによる研究
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もある。研究成果は船橋晴俊・長谷川公一・畠中宗一・勝田晴美著r新幹線公害一高速文明の
社会問題」（有斐閣，1985年）や船橋晴俊・長谷川公一・畠中宗一・梶田孝道編『高速文明の地
域問題一浪北新幹線の建設・紛争と社会的影響』（有斐閣，1988年）として出版されている。さ
らに船橋が指導する法政大学大学院の船橋ゼミナールは『北陸新幹線調査報告書』（1996年）を
まとめており，法政大学大学院船橋研究室編r九州新幹線調査報告書』（1997年）などの報告書
を発表している。新幹線の研究では交通問題の代表的な研究者である角本良平の著書（r東海
道新幹線』中公新書，1964年）や岡本惇の著書（r東北・上越新幹線』中公新書，1985年）もあ
る。整備新幹線に関しては船橋晴俊・角一典・湯浅陽一・水澤弘光著『「政府の失敗」の社会学
一整備新幹線建設と旧国鉄長期債務問題』（ハーベスト社，2001年）がある。また，東海道新幹
線を公害問題（騒音や振動に伴う健康被害）の視点から取り．ヒげた業績にジャーナリスト・本
間義人の著書（『新幹線裁判』現代評論社，1980年）がある。
　高速自動車道の建設にかかわっては，建設促進の立場から，高速自動車道の建設には社会経
済的な効果が期待できるとして，建設計画を合理化・正当化した関係機関の報告書などが多数
発刊されている。東北自動車道建設促進委員会編r東北自動車道の経済効果一第1次調査報告
書』（1959年），社団法人日本能率協会編r関越自動車道経済調査報告書』（1966年），財団法人
協同組合経営研究所編r高速道路と農業形態等に関する調査一高速道路の建設が農業の生産・
流通におよぼす影響並びに地域住民・農業団体の対応に関する調査研究』（1968年），日本道路
公団経済調査室・（財）日本システム開発研究所編r関越自動車道と地域経済一日本海地域の開
発と横断自動車道の役割』（1974年），日本道路公団経済調査室編『高速道路と地域経済一首都
圏内高速道路に関する地域調査報告』（1972年），日本道路公団審議室編r関越自動車道の全通
が地域に及ぼす影響調査』（1984年），日本道路公団審議室編r東北自動車道が地域に及ぼす影
響調査』（1986年目，全国高速自動車国道建設協議会編r豊かな地域社会のために一高速自動車
道の四半世紀と今後の展望』（1986年）などに代表される報告書である。問題意識や視点は多様
であるが，高速自動車道建設の是非や功罪を論じた研究者の著書もこの間に少なからず出版さ
れている。高橋清著r道路の経済学』（東洋経済新報社，1967年），池上雅夫著r東名高速道
路』（中公新書，1964年），武田文夫著『日本のハイウエイ』（日本経済新聞社，1968年），四方
洋著rハイウェイ・マイウエイ』（毎日新聞社，1993年），久慈力著rこれでいいのか高速道
路』（緑風出版，1997年）などが代表的である。これらは高速自動車道の「光」と「陰」につい
て多面的・批判的に検討・検証している。
　本州四国連絡橋（「本四架橋」）については，連絡橋の四国側接岸地の大学（香川大学，四国
学院大学，愛媛大学，松山大学など）や，中国側の大学（岡山大学や広島大学など）研究者が
学際的に研究している。その成果は坂本忠次・中村良平編著『瀬戸大橋と地域経済・環境問
題』（山陽新聞社，1992年），井原健雄編著『瀬戸大橋と地域経済一21世紀への架け橋の軌跡と
課題』（勤草書房，1996年越，井原建雄編著r本四架橋と地域経済一制度分析と整備効果・政策
課題』（動草書房，2003年），石原照敏・森滝健一郎編r地域構造と地域問題』（時潮社，1989
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年）などとして出版されている。筆者も1990年代後半以降，大規模「国家プロジェクト」研究
の一環として「瀬戸中央自動車道・本四備讃線」（瀬戸大橋）や「神戸淡路鳴門自動車道」（明
石大橋）や「西瀬戸自動車道」（しまなみ街道）の建設や開通が地域経済や自治体行財政にどの
ような影響を及ぼしてきたかを中心に調査・研究し，成果の一部を「瀬戸大橋の開通に伴う香
川県の社会経済的影響（1）（2）一「本四架橋」の地域経済に及ぼす影響に関する実証的研究」（立正
大学社会福祉学部『人間の福祉』第9号～第10号所収，2001年），rr本四架橋』の地域経済に及
ぼす影響に関する実証的研究（1）一瀬戸大橋と明石大橋についての事例研究」（『立正大学社会福
祉研究所年報』第2号所収，2000年），rr本四架橋』の地域経済に及ぼす影響に関する実証的研
究（2）一明石大橋の全面開通と徳島県に及ぼす社会経済的影響」（『立正大学社会福祉研究所』第
3号所収，2001年）として発表している。
　研究成果を開示する段階にはいたっていないが，「本四架橋」同様，「東京湾横断道」（「東京
湾アクアライン」）についても調査・研究している。20世紀最後の完成された大規模「国家プロ
ジェクト」といわれる「東京湾横断道」（川崎市～木更津市）の場合も他の大規模開発プロジェ
クトの場合と同じように，構想・計画段階において，建設によって多くの波及効果が期待でき
る旨の報告書を相次いで作成するなど建設の合理化・正当化にやっきになった。実際，波及効
果が期待できるとして最終的に建設にこぎ着けている。建設によって多面的な波及効果が期待
できるとして建設強行された「東京湾横断道」が建設・供用によって実際どの程度波及効果を
もたらしたか，構想・計画段階や建設段階で予測した波及効果期待がどの程度達成・実現でき
たのか，いわゆる建設の論理・期待と現実・実態の乖離などについて建設主体の省庁や事業主
体（東京湾横断道路株式会社）などは，実態調査などを通じて積極的に検証する姿勢を示して
おらず，他の大規模プロジェクト同様に現時点，検証結果などを開示していない。事業関係者
以外では，計画段階の「東京湾横断道」について遠藤寛夫は著書r明日の東京湾一横断道路計
画の全貌』（昭和出版，1979年）において，朝日新聞千葉支局はr追跡・湾岸開発』（朝日新聞
社，1987年）を通じて計画の全貌と問題点を指摘している。久慈力は著書r東京湾アクアライ
ンの検証』（緑風出版，1999年）において建設・供用後の「東京湾横断道」（以下，「東京湾アク
アライン」という）の計画・期待と現実・実態の乖離や矛盾について多面的に検討している。
　ちなみに，筆者は「本四架橋」に続き，大規模「国家プロジェクト」としての「東京湾アク
アライン」，現在進行中の「常磐新線」建設と沿線開発に関心があり，研究続行中である。以
下，詳論するように，高度経済成長期以降の大規模「国家プロジェクト」は「旧全総」や「新
全総」，「新産業都市建設促進法」や「工業整備特別地域整備促進法」などによって打ち出され
てきた。大規模「国家プロジェクト」の代名詞ともいえる交通インフラ，いわゆる新幹線や高
速自動車道，本四架橋，幹線的国道の建設計画などは，基本的には「新産都市」や「工業整備
特別地域」など新規の大規模生産拠点を全国各地で計画的に造成・配置する社会計画として策
定されてきた。「東京湾アクアライン」の建設も「新全総」などで計画・構想された事業であっ
た。「常磐新線」建設と沿線開発は，事業費規模や開発エリアの大きさや広さでは大規模「国家
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プロジェクト」に当たるが，「東京湾アクアライン」と違って「面諭総」や「新全総」との関係
は必ずしも明瞭ではない。
　ところで，20世紀最後の大規模「国家プロジェクト」として計画され着工された「常磐新
線」は，東京（秋葉原）と茨城県（つくば市）を結ぶ第三セクター方式（首都圏新都市鉄道建
設株式会社）で建設・運営予定の郊外鉄道である。建設の大義名分は現在の常磐線の混雑緩和
である。東京と千葉県・茨城県のベットタウンを結ぶ現在の常磐線の利用者は，都市化（宅地
開発）や工業化などを背景に激増し，混雑化の一途をたどっている。常磐線の混雑緩和には第
2常磐線の建設が不可欠であるとして，混雑の緩和を少なくとも表向きの理由に「常磐新線」
の建設を計画してきた。だが，その後の経緯が示すように，建設の真の理由は常磐線の混雑の
緩和以外にある。真相は徐々に明らかになるが，「常磐新線」建設の本当の意図は，ある意味で
は建設の根拠になっている1989年6月制定の「大都市地域における宅地開発及び鉄道整備の一
体的推進に関する特別措置法」（以下，「宅鉄法」という）が示すスキームや建設方式から読み
取ることができる。いわゆる「宅鉄法」は常磐線の混雑緩和などを口実に新線の建設と沿線開
発を一体的に計画・実施し，大規模な住宅地や業務用地を開発・造成し，分譲・賃貸する「一
体型開発」方式を選択している。その意味でも「常磐新線」は常磐線の混雑緩和策とは明らか
に矛盾している。くわえて，「常磐新線」建設が沿線開発と一体的に計画・施行されることに
よって，事業費規模も膨張の一途をたどり，完成以前において，計画段階や着工段階に予定し
た事業費予算の約2倍にすでに膨張している。もちろん，筆者の関心は経済不況のなか，沿線
自治体（一元三県）に膨張の一途をたどる建設費や鉄道運営費，大規模開発に伴う都市基盤整
備費などの負担を課す「常磐新線」関連事業費のからくりを解明する以上に，大規模開発に伴
う地域社会への影響や自治体行財政に及ぼす影響の解明にある。
3　「経済大国化」の選択と「行政投資」および「公共事業」の展開
　わが国は1957年に「新長期経済計画」を策定している。この計画を契機に高度経済成長段階
に突入している。以来，わが国は大規模工業用地（以下，「大規模生産拠点」という）や産業基
盤（道路，港湾，鉄道，農林水産業），生活環境（住宅，環境衛生，厚生施設），国土保全（治
山治水，災害復旧），教育文化などの施設建設事業を「公共事業」として位置づけ，国家財政や
自治体財政を建設や造成・整備に投じてきた（「行政投資」）。基幹的な国道，高速自動車道，港
湾，空港，橋梁，新幹線などの交通インフラ，公営住宅や街路や環境衛生などの生活関連イン
フラ，農地整備や農道・林道整備や漁港整備などの農林漁業関連インフラ，工業用地や工業用
水路など産業基盤インフラ，ダム建設や干拓事業など各種の大規模公共事業を国家的事業（以
下，「国家プロジェクト」）として構想・計画し，建設や整備に着手してきた。もちろん，1960
年以降の大規模開発事業は，1960年12月策定の「国民所得倍増計画」（以下，「所得倍増計画」
という），1962年5月制定の「新産業都市建設促進法」，1962年9月策定の「臨海工業地帯開発
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計画」，1962年10月策定の「旧全総」，1964年7月制定の「工業整備特別地域整備促進法」など
開発関連法や開発計画の制定・策定を境に本格化している。
　ところで，「新長期経済計画」では新規鉱工業地帯の造成や産業基盤整備などの事業を「公共
事業」として位置づけ，国家財政や自治体財政を財源とする「行政投資」方式を打ち出してい
る。今後，生産を拡大するためには設備の新設や拡張が必要である，主要鉱工業地帯の立地条
件を整備することが優先されるべきである。このため，既成鉱工業地帯の隆路の打開と新規鉱
工業地帯の造成を中心に工業用水，用地，道路，港湾，鉄道など産業基盤の建設や整備に行政
投資が必要である。かつ財政投融資ほか，国家的助成措置を重点的，総合的に講ずる必要があ
る，とする産業基盤や生活環境や国土保全などを目的に「公共事業」を数多く構想・計画して
いる。「新長期経済計画」が打ち出したこうした「公共事業」の方式を継承し，体系化し，事業
展開を本格化させたのが，周知のように，1960年以降である。わが国が「所得倍増計画」を策
定し，「経済大国化」の途を政策選択して以降である。「所得倍増計画」の実現に不可欠である
として策定・制定したのが1962年のr旧全総」や「新産業都市建設促進法」，1964年の「工業整
備特別地域整備促進法」，1969年の「新全総」である。
表1　1960年以前の開発関連法・計画
開発関連法・計画および主要な開発事業
1948建設省設置法 日本国有鉄道法
49農林省設置法 運輸省設置法 日本国有鉄道発足
50 国土総合開発法 港湾法 北海道開発庁設置
51 土地収用法 河川総合開発事：業開始
52電源開発促進法 有料道路制度創設
53港湾整備促進法
54土地区画整理法 第1次道路整備5力年計画
55過度経済力集中型除法廃止
坙{住宅公団設立
経済自立5力年計画
ﾎ油化学育成5力年子画
本四架橋調査着手
56科学技術庁設置
H業用水法
首都圏整備法
o済白書「戦後は終わった」
日本道路公団設立
57高速自動車国道法 特定多目的ダム法 新長期経済計画
58道路整備緊急措置法
謔Q次道路整備5力年計画
工業用水道事：業法 八郎潟干拓起工式
59首都高速道路公団設立 東海道新幹線起工式 三菱，四日市進出
60治山治水緊急措置法
走ｯ所得倍増計画決定
u60年安保闘争」
道路公団等世銀から借款
謔P次治山治水5力学計画
u三井三池」の争i議
都新宿副都心計画
ｩ治省設置決定
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　「所得倍増計画」では産業基盤を中心とする社会資本の充実を力説している。「28年（1953
年）ごろから経済規模が戦前水準をこえ，さらにその後も高度成長がつづいたため，道路，港
湾，用地，用水等の社会資本が，生産資本に対して相対的にたちおくれ，成長の品品となって
いる。したがって，今後は公共投資等を通じてこれら部門の量的質的向上をはかることが重要
な課題になっている。また国民生活の面においても公共的な施設やサービスに依存する面が私
的な消費にくらべて立ち遅れが目立ってきているので，生活環境，文教，リクリエーション，
交通等の社会的施設の拡充に努め，健康的な国民生活の内容充実に役立て」る必要があるとす
る認識である。社会資本を充実させ，産業基盤や生活基盤を強化し，雇用と所得の拡大に結び
つける，経済の高度成長を促す，これが「所得倍増計画」策定のねらいである旨を述べ，その
うえで，社会資本を充実するため1961年～1970年に総額16兆1300億円の行政投資を行うとして
いる。産業基盤i整備に投資総額の43％に当たる6兆9300億円（道路4兆9000億円，農林水産業
1兆円，港湾5300億円，農業立地調整5000億円），生活関連事業に14．1％（住宅1兆3000億円，
環境衛生5700億円，厚生福祉4000億円），国±保全事業に10．2％（治山治水1兆1200億円，災害
復旧5300億円），その他に投資額の32．7％（文教施設1兆1000円，6．8％など）を配分するとし
ている。配分率が示すように，行政投資の中心は圧倒的に産業基盤整備である。具体的には，
①既成工業地帯の道路・港湾等の整備と工業用地を拡充するための投資，②新規工業地帯を造
成・開発する事業，および道路，港湾，用水，通信など関連施設を整備する事業への行政投資
である。
　くり返すが，わが国は1960年代前半にr旧全総」（1962年）や「臨海工業地帯開発計画」
（1962年），「新産業都市建設促進法」（1962年）や「工業整備特別地域整備促進法」（1964年）
を制定・策定している。開発関連の法律や計画は開発方式として「拠点開発」方式を選択して
いる。さらに1969年策定の「新全総」は「拠点開発」に代わる方式として新たに「巨大開発」
方式を選択している。「拠点開発」方式と「巨大開発」方式は，以下の点で共通点がみられる。
　1つは，「旧全総」や「新全総」は新たな大規模生産拠点を既成工業地帯以外の地方や遠隔
地，あるいは大都市近郊（たとえば，首都圏の千葉県や茨城県，名古屋圏の三重県，大阪圏の
和歌山県，堺市や大阪府下の泉北地域，岡山県倉敷市周辺など）で造成・整備する計画を策定
していることである。「新産業都市建設促進法」でも新規の大規模生産拠点（「新産都市」）を地
方や遠隔地，あるいは大都市圏近郊に建設する考え方を示している。その証拠に国が「新産都
市」に指定した都市や地区は，大都市圏以外の北海道道央，八戸，仙台湾，常磐郡山，新潟，
富山高岡，松本諏訪，岡山県南，徳島，東予，大分，日向延岡，有明不知火大牟田，秋田臨
海，中海の15ケ所，いわゆる地方や遠隔地，あるいは大都市近郊である。「臨海工業地帯開発計
画」や「工業整備特別地域整備促進法」が新規の大規模生産拠点（「工業整備特別地域」）に指
定した地区も茨城県鹿島，駿河湾，東三河，播磨，備後，周南の6ケ所，同じく地方や遠隔
地，大都市圏近郊である。「新産都市」や「工業整備特別地域」に指定された新規の大規模生産
拠点に戦略業種の造船，鉄鋼，石油化学，電気機器，機械などの大規模な工場を誘致，あるい
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は進出を促そうとした。もちろん，高度経済成長期に戦略業種などの大企業の事業所が集中豪
雨的に進出したのは，「新産都市」や「工業整備特別地域」に指定された都市や地域だけでは決
　してない。たとえば，千葉県の場合，戦後「脱第1次産業強化」を県の基本方針に掲げ，r長期
構想・計画」や「総合計画」など各種「行政計画」を通じて工業化政策を選択・推進し，県行
財政の総力を注ぎ，市川，船橋，習志野，千葉，市原，木更津，君津，富津の地先の東京湾を
大規模に埋め立て，大規模生産拠点を造成し，新開地に火力発電所，石油化学，製鉄，一般機
械プ非鉄金属などのわが国有数の大企業の工場を相次ぎ誘致している。結果的に千葉県は，短
期間内に脱「第1次産業弁化」の目標を見事：達成し，かつわが国有数の工業県に躍り出てい
る。臨海部の千葉市（川崎製鉄，東京電力など），市原市や袖ヶ浦市（丸善石油，東京電力，昭
和電工，三井造船，富士電機，旭硝子，出光興産，宇部興産，日本窒素など），木更津市，君津
市，富津市（新日本製鐵など）などは，わが国有数の工業都市に変貌している。そしてこの時
期，大阪圏でも通産省策定の「臨海工業地帯開発計画」にもとづき，堺市や岸和田市などが新
たに工業都市に名乗りをあげている。
　いずれにしても1960年代の代表的な開発方式は「三全総」が定式化した「拠点開発」方式で
ある。「新産業都市建設促進法」の「新産都市」や「工業整備特別地域整備促進法」の「工業整
備特別地域」は「拠点開発」方式によって造成・整備されている。「拠点開発」方式は地方や遠
隔地などで「拠点開発」を計画・推進することによって，以下の開発効果が期待できるとす
る，開発効果論を前提にした方式である。「企業が適度に集中することは，企業の採算を有利に
し社会資本の効率を高め，国民経済全体の成長を促進する。しかし，利用すべき外部経済の集
積の拡大以上に企業が密集すると享受すべき集積の利益が薄くなり，ついには密集の弊害を生
ずるに至る。今日の過大都市の問題は，まさにこれによってもたらされたものにほかならな
い。一方，企業が特定の地域にのみ集中することは，資本，労働，技術等の諸資源の地域的な
偏在をひきおこし，それ以外の地域において外部経済の集積を阻害し，それが相乗して経済活
動をにぶくし，都市化，工業化の停滞をもたらすことになる。このことが，農工間格差等とあ
いまって，いわゆる地域格差問題をひきおこしてきたのである。……したがって，都市の過大
化を防止し，地域格差を縮小するためには，まず工業の分散をはかることが必要である。工業
の分散にあたっては，長期的視野にたって国民経済全体からみて，開発効果を最大にするよう
考慮されなけれぼならない。……計画の目標を効果的に達成する方策」としての「拠点開発」
方式である。「既成の大集積と関連させながらそれぞれの地域において果たす役割に応じたい
くつかの大規模な開発拠点を設定し，これらの開発拠点との接続関係および周辺の農林漁業と
の相互関係を考慮して，工業等の生産機能，流通，文化，教育，観光等の機能を特化するか，
あるいはこれらの機能を併有する中規模，小規模開発拠点を配置し，すぐれた交通通信施設に
よって，これらをじゅず状に有機的に連結させ，相互に影響させると同時に，周辺の農林漁業
にも好影響を及ぼしながら連鎖反応的に発展させる開発方式」である（注1）。
　宮本憲一は「旧全総」が定式化し，かつわが国が「旧全総」以降の1960年代に主に採用した
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「拠点開発」方式を「波及効果」期待の方式として捉え，以下の定式を示している。「拠点開
発」によって「産業基盤の公共投資集中→重化学工業の誘致→関連産業の発展→都市化・食生
活の変化（米食中心→肉・乳製品など多様な食生活）→周辺農村の農業経営（米作→多角経
営）→地域全体の所得水準の上昇→財政収入の増大→生活基盤への公共投資・社会政策による
住民福祉の向上」を期待するが，実際の開発はこの図式の通りには展開・進展せず，この図式
を期待する住民や自治体を裏切る場合が圧倒的に多い。そのじつ「波及効果」論は破綻してき
た（注2）。
　現に宮本は「新産都市」などでの精力的な調査研究を通じて「波及効果」論の破綻，「拠点開
発」の論理（理念）・期待と現実・実態の乖離や矛盾について検証し確認している。宮本が示
した「波及効果」論破綻の作業仮説は宮本などの調査研究によって検証されているが，「波及効
果」論の破綻は大規模生産拠点開発だけに当てはまるものではない。高度経済成長期以降，「旧
全総」や「新全総」な：どを根拠に全国各地で実施された新幹線建設，高速自動車道建設，空港
建設，連絡橋建設など交通インフラ建設など大規模「国家プロジェクト」に例外なく当てはま
る。そして実際，「旧全総」は大規模生産拠点の開発に関連して計画され建設された新幹線や高
速自動車道など大規模交通インフラ建設が産業基盤整備に不可欠な「国家プロジェクト」とし
て一貫して重視している。
　本稿では主として交通インフラ建設事業の「論理・期待」と「現実・実態」の乖離や矛盾を
中心に検討するが，「旧全総」が交通インフラの建設を重視した背景には，以下の事情がある。
「近年わが国経済の飛躍的発展に対して，交通施設の整備がいちじるしく立ち遅れたことは，
既成大集積地帯およびそれを結ぶ重要幹線等の交通隙路を激化させ，経済の円滑な発展を阻害
することになった。高度の安定した経済成長をはかりながら，この計画の実施を推進するため
には，まず交通投資の画期的な拡充が必要であり，拠点開発方式による地域開発の基礎として
現在の連結関係を考慮に入れたもっとも効果的な交通体系が求められ」るとする認識，このた
めにも「大規模な地方開発拠点を育成するために，それと既成大集積とを結ぶ大動脈的幹線路
を極力先行的に整備して，輸送の経済的，時間的距離を短縮し，既成大集積との接触効果を大
ならしめる」必要がある（注3）として，以下の道路整備や鉄道整備の計画を示している。
　道路については「各地方にまたがる大動脈道路の整備拡充をはかるものとする。とくに東
京，大阪間の整備に引き続いて，大規模地方開発都市と，既成大集積地帯の諸都市を結ぶ高速
自動車国道の建設をはかるとともに，その他の国土開発縦貫自動車道ならびに本州四国連絡
ルートについても，その調査を促進しそれぞれの緊要度に応じて着工をはかるものとする。」
「各地方における幹線道路の整備拡充をはかるため，既成大集積地帯および大規模な地方開発
都市を中心とし，当該地方の各開発地区を有機的に結ぶ道路網の体系をつとめて先行的に整
備」し，「過大都市では，自動車の急増によって街路交通に阻路が露呈している。したがって，
街路および都市高速道路を整備拡充し，都市交通の緩和をはかる」必要があるなどの見地を示
している。鉄道については「各地方を結ぶ幹線の複線化をはじめとする輸送力の増強と施設の
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近代化等輸送効率の増進をはかる」ため，「大動脈としての新幹線は前期に東京大阪間を完成
させ，さらに大阪以西への延長については今後の輸送需要のすう勢に応じて対処する」「大動
脈としては今後の輸送需要のすう勢に応じて対処する」「過大都市における輸送回路の緩和と
都市機能の有効な発現をはかるため，地下鉄牛および国鉄，私鉄の輸送施設を極力拡充整備す
る」としている。「青函および本州四国の海峡連絡道路については，その緊要度に応じて着工を
はかるため，さらに詳細な調査を継続する」などの見地を打ち出している（注4）。
　ただし，「旧全総」は「新全総」と異なって交通政策の基本を示しているにすぎず，交通イン
フラの建設に結びつく具体的な建設計画は示していない。これに対して「新全総」は新幹線，
高速自動車道，本州四国連絡橋（以下，r本四架橋」という），東京湾横断道路（「東京湾アクア
ライン」），首都圏や大阪圏で建設予定の高速道路網や地下鉄網，国際空港や地方空港など具体
的な建設計画を多数盛り込んでいる。計画の一部は「旧全総」段階で着工している。いずれに
しても，1960年代以降に完成した建設計画や建設中の大半の交通施設は「新全総」において
　「国土開発の新骨格の建設」（「新ネットワークの形成」「全国的な通信網の整備」「国際交流緊
密化への対応」「地方圏の交通体系の整備」「大都市圏の交通体系の整備」「日本列島の主軸の形
成」）事業として計画あるいは構想されたものである。たとえば，「国際交流緊密化への対応」
では「新東京国際空港等大規模な国際空港のほか，近距離国際線を発着させる幹線空港および
主要な地方空港を整備し，航空機の超大型化，超高速化に対処」するとして交通関連施設建設
の計画や構想を示している。「地方圏の交通体系の整備」では「先行的に地方圏と大都市圏とを
結ぶ合理的な高速交通体系を確立し，あわせて，これと直結する地方圏内の関連交通体系およ
び地方圏相互間の交通体系を合理的に整備する」事業計画などを示している。「日本列島の主
軸の形成」では「日本列島の主軸を形成する高速交通施設として，札幌，東京，大阪，福岡の
基幹空港，札幌・福岡間約2000キロメートルについて，高速道路，新幹線鉄道の建設を計画，
実施するほか，7大中核都市関連港湾の整備を図る」事業計画などを示している（注5）。
　そのうえで，「新全総」は道路や鉄道を建設する以下に示す地方別の計画や構想を具体的に
あげている。
　1）北海道の場合一「鉄道については，青函トンネルの調査を早急に終了し，建設を促進す
る。また，青函トンネルを経て札幌に至る新幹線鉄道を建設するとともに，函館本線等の電
化，線珪華を進め，札幌と道東を連絡する鉄道網を建設する。道路については，……北海道縦
貫自動車道や北海道横断自動車道を建設し，これら幹線自動車道と結ぶ基幹的な国道を計画的
に整備する」，構想としては「新幹線鉄道を札幌から道北まで延長し，北海道縦貫新幹線鉄道と
して整備するとともに，道央から道東に至る北海道横断新幹線鉄道の建設を図る。道路につい
ては，北海道縦貫・横断自動車道を軸として，札幌と中核となる各拠点都市等とを直結する幹
線道路網の完成を図る。また，国際交流の増大に対処し，融雪装置等を備えた国際空港の設置
を図る」としている（注6）。
　2）東北地方の場合一「東北縦貫自動車道，東北横断自動車道，関越自動車道，常磐自動車
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道，北陸自動車道および基幹的な国道を整備し，東北新幹線鉄道の建設を早急に行う」とし，
構想としては「日本海沿岸新幹線鉄道，上越新幹線鉄道，東北横断新幹線鉄道，日本海沿岸縦
貫自動車道，常磐・三陸縦貫高速国道，奥羽縦貫高速国道等の建設により，東北地方と首都
圏，北海道および域内相互間の時間距離の短縮と，地域間交流の緊密化を図る」としてい
る（注7）。
　3）首都圏の場合一「隣接各ブロックと首都を結ぶ幹線道路として，東海自動車道，中央自
動車道，東北縦貫自動車道，関越自動車道および常磐指導車道を建設する。また，首都圏内の
幹線道路として，東関東自動車道，東京外かく環状道路，東京環状道路，関東環状道路，東京
湾環状道路等の建設，基幹的な国道を計画的に建設する。また，東北新幹線鉄道，成田新幹線
鉄道の建設，主要在来線の電化……。なお，国際交流の増大に対処して，新東京国際空港およ
び東京国際空港の整備を促進するほか，地方空港を整備する」，くわえて構想として「東京から
高崎を経て日本海沿岸地帯を結ぶ上越新幹線鉄道の建設を進めるとともに，第2東海道新幹線
鉄道および東京・日立間，東京・甲府間，東京・熱海問，東京・房総間の高速鉄道ならびに第
2東海道高速道路，東京湾横断道路等の建設」などの計画・構想を打ち出している（注8）。
　4）中部圏の場合一「関越自動車道，中央自動車道，東海自動車道，北陸自動車道，東北北
陸自動車道および近畿自動車道を建設するとともに，基幹的な国道を計画的に整備し，……」，
さらに構想として「北陸地方を首都圏および近畿圏と結ぶ北回り新幹線鉄道の建設を進めると
ともに，第2東海道新幹線鉄道ならびに第2東海道高速道路，伊勢湾連絡橋，若狭丹後自動車
道，伊勢湾岸環状高速道路・高速鉄道……」などを建設するとしている（注9）。
　5）近畿圏の場合一「道路については，北陸自動車道，近畿自動車道，中国縦貫自動車道，
算用自動車道および神戸・鳴戸間の本州四国連絡橋を建設するほか，基幹的な国道を計画的に
整備する。鉄道については，山陽新幹線，湖西線等の建設および関西本線等主要路線の電化，
線増等を進め」，構想としては「中国横断自動車道，山陰阪神連絡自動車道，若狭丹後自動車
道，大阪湾環状道路，第2名神道路，伊勢湾連絡橋，紀南自動車道，北回り新幹線鉄道，第2
東海道新幹線鉄道，山陰新幹線鉄道，本州四国連絡橋鉄道等の建設を図る。さらに，東海道，
山陽道に並行して国土を縦断する東海南海連絡道について，積極的に調査を進める。また，今
後の国際航空の需要増大に対処して，関西新国際空港の建設を図る」などの計画・構想を示し
ている（注10）。
　6）中四国地方の場合一「本州・四国連絡橋として，神戸・鳴戸間，児島・坂出間および尾
道・今治問の建設を図る。……道路については，中国縦貫自動車道，山陽自動車道，中国横断
自動車道，四国縦貫自動車道および四国横断自動車道を建設するとともに，基幹的な国道を計
画的に整備し，鉄道については，山陽新幹線の建設を進める」，構想としては「本州，四国およ
び九州を連絡する新幹線鉄道の建設を図るほか，山陰新幹線鉄道，陰陽連絡新幹線鉄道，山陰
海岸自動車道，中国横断自動車道，南太平洋岸国道，四国内8の字型循環自動車道，関門連絡
ずい道，瀬戸内海島しょ部の連絡橋等」を建設するとしている（注11）。
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　7）九州地方の場合一「道路については，本土と直結する関門自動車道とこれにつながる九
州縦：貫自動車道および東西交流を円滑にする九州横断指導車道を建設するとともに，基幹的な
国道を計画的に整備する。鉄道については，鹿児島本線，長崎本線，日豊本線等の電化，線増
置を進めるとともに，九州への新幹線鉄道を建設する」，構想としては「域内および域外の主要
都市間の経済，文化交流を高め，本地方の飛躍的発展を図るため，福岡と熊本を結び，九州南
部に至る九州新幹線鉄道の建設を進めるとともに，西九州新幹線鉄道，東九州新幹線鉄道，九
州・四国連絡新幹線鉄道，東九州縦貫自動車道，西九州自動車道，中九州横断自動車道，九州
中部横断自動車道，九州南部横断自動車道および九州・四国連絡自動車道等の建設」など交通
関連の開発事業を計画・構想として具体的に打ち出している（注12）。
　主として1960年代以降に計画・構想した鉄道，道路，空港，連絡橋など大規模交通関連施設
を建設する事業の多くは，行政投資の対象事業として計画・着工され，一部はすでに完成し供
用している。事業計画の多くは「新全総」に盛り込まれている。鉄道では完成・供用済みの東
海道新幹線，東北新幹線，上越新幹線，山陽新幹線，一部完成している九州新幹線，建設中の
北陸新幹線などに代表され，青函トンネルの建設も「新全総」で計画されている。高速自動車
道では供用済みの名神自動車道，東名自動車道，中央自動車道，東北自動車道，関越自動車
道，東京湾横断道，常磐自動車道，東北縦：貫自動車道，北陸自動車道，中国自動車道，中国横
断自動車道，九州自動車道，九州横断道路，東関東自動車道，首都高速，阪神高速，東京湾環
状道路や大阪湾岸高速道路など東京・大阪の高速道路網，建設中の第2東名自動車道，四国縦
貫自動車道，四国横断自動車道など全国の高速自動車道網，完成・供用済みの基幹的な国道や
建設中の基幹的な国道の多くも「新全総」において建設計画として具体的に示されている。空
港では新東京国際空港（成田空港）の建設や東京国際空港（羽田空港）の整備・拡充計画，関
西国際空港の建設計画，連絡橋では完成・供用済みの本州四国間の3連絡橋（瀬戸大橋，明石
大橋，西瀬戸大橋など）の建設計画も「新全総」が示している計画事業である。
　もちろん，「新全総」で計画・構想された大規模生産拠点や道路，鉄道，港湾，空港，連絡橋
などがすべて計画通りに着工され，完成したわけではない。高度経済成長期以降に計画・着工
・完成した建設事業のすべてが「新全総」で具体的に示されていたわけではない。「新全総」．以
降に浮上した事業計画も少なくない。常磐線の混雑の緩和を大義名分に計画され，20世紀最後
の「国家プロジェクト」として計画され，現在建設中の「常磐新線」（東京都秋葉原～茨城県つ
くば市，通称「つくばエクスプレス」）も「新全総」以降に浮上した建設計画の1つである。そ
の一方，世紀末に再浮上し，21世紀最初の大規模「国家プロジェクト」として，とくに産業界
・経済界が景気浮揚効果を期待して浮上した「6海峡道路計画」（「東京湾口道路jr伊勢湾口道
路」「紀淡海峡道路」「豊予海峡道路」「関門海峡道路」「島原・天草・長島架橋」）も基本的には
「新全総」に発端する計画・構想である。広範な住民や環境団体などが建設を阻止するため住
民投票を実施するなど，大規模「国家プロジェクト」「公共事業」に対する抗議が全国的な関心
を集めた神戸空港や中部空港や静岡空港，あるいは「びわこ空港」など地方空港を建設する計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一64一
人間の福祉　第17号（2005）
画もじつは「新全総」においてすでに萌芽している。「新全総」などで計画・構想された建設計
画の多くは「第3次全国総合開発計画」（以下，「三全総」）や「第4次全国総合開発計画」（以
下，「四全総」）に引き継がれ，90年代から世紀末にかけて改めて「国家プロジェクト」として
確認され，具体化してきている。
　前述のように，高度経済成長期以降，わが国は「新産業都市建設促進法」や「新全総」など
を通じて大規模生産拠点や道路，鉄道，港湾，連絡橋，空港など産業基盤i整備事業を数多く計
画・構想している。その財源として国家財政や自治体財政，あるいは財政投融資を予定し，か
つ実際，建設のため莫大な事業費を投じている。国是として「経済大国化」を選択し，「所得倍
増計画」を策定したわが国が，「所得倍増計画」を実現し「経済大国化」を実現するには生産や
経済の規模拡大が不可欠である，このため大規模生産拠点を新たに造成・整備する必要があ
る，とする経済成長優先の論理が背景にある。くわえて大規模生産拠点や高速自動車道，新幹
線，「本四架橋」，東京湾横断道など大規模「国家プロジェクト」に膨大な事業費を投ずること
が，地域経済の活性化に結びつき，結果的に都道府県や市町村は税収増・歳入増に結びつける
ことができる，とする開発期待・開発幻想がある。さらに雇用の創出，拡大に寄与し，地域全
体の所得水準の上昇に結びつき，生活基盤整備や社会政策を通じて住民福祉の向上に結びつけ
ることができるとする思惑が働く，いわゆる「波及効果」期待が背景にある。
　問題は，開発後の現実・実態である。「宴のあと」の現実である。地方や遠隔地で「国家プロ
ジェクト」などとして展開された大規模開発が地域や自治体や地域住民の期待に応える結果を
残したか。地場産業など地域産業の振興を促し，雇用を新たに長期的・安定的に創出し拡大
し，所得水準を押し上げ，投資額を上回る税収増・歳入増を自治体に安定的にもたらしたか，
住民福祉の向上に結びついてきたかどうか，である。突きつめれば，自治体や住民は期待通り
の「波及効果」にありつき，潤うことができたかどうかである。大規模開発が地域経済や自治
体行財政，あるいは住民生活にどのような影響を及ぼしてきたかなど，いわゆる開発効果につ
いては，1950年代後半以降とくに高度経済成長期以降，経済学や社会学などの社会科学や環境
科学（環境学）などが調査・分析し，検証し，上記の文献が示す成果をあげてきた。この分野
での研究の第一人者である宮本憲一の大規模開発に対する指摘，総括的評価は重大であ
る（注13）。
　宮本は，「旧全総」が選択した「拠点開発」方式，「新全総」が選択した「巨大開発」方式で
の大規模開発が，地域経済や自治体行財政，住民福祉や環境・生態系に及ぼし与える影響につ
いて，「新産都市」や「工業整備特別地域」に指定された都市や地域に関すう学際的研究を通じ
て，以下の評価の定式化にたどり着いている。「拠点開発」（あるいは「巨大開発」）は「重化学
工業の誘致に成功すれば，都市型産業も誘致され，農漁業などの地場産業も発展し，その結
果，地域の所得水準が上がり，財政力が充実し，生活基盤の造成や社会保障がおこなわれ，住
民福祉が達成できる」，換言すれば，「産業基盤の公共投資集中→重化学工業の誘致→関連産業
の発展→都市化・食生活の変化→周辺農村の農業改善→地域全体の所得水準の上昇→財政収入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　一65一
大規模「国家プロジェクト」の構想と現実一「東京湾横断道路」建設と「常磐新線」建設計画に関する研究序説（田口）
の増大→生活基盤への公共投資・社会政策による住民福祉の向上」が期待できる，これが「拠
点開発」や「巨大開発」の論理・期待である。ところが，開発の現実や開発後の実態は「産業
基盤iの公共投資集中→重化学工業誘致（富の中央集中→大都市化）→公・災害の増大→地場産
業の崩壊，流民の増大→財政のゆがみ→地方自治の危機」か，「産業基盤の公共投資集中→工場
誘致失敗→財政危機→地方自治の危機」であった（注14）。つまり，「拠点開発」や「巨大開発」の
論理・期待と現実・実態の間に明らかな乖離があり，矛盾が存在する。宮本はこの乖離や矛盾
を「新産都市」以前に形成された戦後の典型的・代表的な産業都市・四日市市の地域分析や効
果分析を通じて解明している。三菱化成など大企業を誘致した後の，いわゆる開発後の四日市
市の現実・実態を「公・災害の発生，都市型産業の誘致の失敗と農漁業など地場産業の停滞に
よる人口の横ばい，財政のゆがみ，地方自治の危機」として総括的に把握している。そのうえ
で，開発後の四日市市の実態を「社会的病患」と「文化のかけらもなく，また進出した大企業
は四日市市文化の建設に全く寄与しない」「工業都市というよりは，工場用地都市のごとき状
況」への豹変・変質として総括している。宮本のこの指摘は重大である（注15）。
（注）
????????経済企画庁『全国総合開発計画』（大蔵省印刷局，1962年）5～6頁。
宮本憲一著『地域開発はこれでよいのか』（岩波新書，1973年）36頁。
経済企画庁『全国総合開発計画』26頁。
経済企画庁r前掲書』29～30頁。
経済企画庁編『新全国総合開発計画』（大蔵省印刷局，1969年）21～22頁。
経済企画庁編『前掲書』50～51頁。
経済企画庁編『前掲書』53～54頁。
経済企画庁編r前掲書』56～57頁。
経済企画庁編『前掲書』60～61頁。
経済企画庁編r前掲書』63～65頁。
経済企画庁編『前掲書』67～69頁。
経済企画庁編『前掲書』71～72頁。
13宮本憲一はこうした評価や認識を1967年に出版した『社会資本論』（有斐閣）や，四日市公害裁判で
　地裁における原告側の証人として行った証言内容などを中心にまとめた著書『地域開発はこれでよい
　のか』（岩波書店，1973年）などで明確に示している。こうした総括的評価の前提には，宮本が研究者
　集団を組織し，全国各地で実施した「新産都市」などで行ってきた学際的・総合的な調査研究とその
　成果があることはいうまでもない。
14宮本憲一著『地域開発はこれでよいのか』（岩波書店，1973年）35～36頁。
15　宮本憲一著『前掲書』36頁。
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4　開発行政の展開と「国家プロジェクト」
　戦後とくに1955年以降，わが国は「経済大国化」の途を選択し，手段として高度経済成長政
策を選択している。1955年にはGHQが経済民主化に不可欠であるとして1947年に公布した
　「過度経済力集中排除法」を撤廃し（7月），「経済自立5一年計画」を決定（12月），1957年
12月には「新長期経済計画」（1958～1962年）を決定している。1960年間は「所得倍増計画」を
発表し（12月），1962年には「新産業都市建設促進法」を制定し（5月），9月には「臨海工業
地帯開発計画」，10月置は「旧全総」を策定し，1964年10月には「工業整備特別地域整備促進
法」を制定している。これら開発関連の法律や計画をてこに，わが国は経済成長に突入し，未
曾有の経済高度成長を遂げている。「経済大国化」の途を確実にたどるが，その際，わが国が掲
げた戦略目標は「経済大国」の先頭を突っ走る戦勝国・欧米諸国に「追いつき」「追い越す」こ
とであった。このため，わが国は戦後選択せざるを得ず，かつ足かせとなった通商産業政策や
資源・エネルギー政策をコペルニクス的に転換し，「貿易立国」の途を選択し，生産や経済の規
模を拡大する政策に切り替える必要があるとして，以下の政策を選択している。
　1つは，資源・エネルギー政策の転換である。敗戦によって，わが国は戦前，海外に保有し
てきた権益のすべてを喪失した。その結果，資源・エネルギーを海外から輸入する途を断たれ
た。このため，わが国は資源やエネルギーを国内で調達せざるを得ず，国内の鉱物資源の探査
や採掘を強化するなど国内自給を強めている。その一方，水資源開発に乗り出している。だ
が，これも束の間，「経済大国化」の途を選択し，高度経済成長政策を選択することになり，政
策転換を迫られている。やがて国内自給政策を放棄している。発展途上国など海外から資源・
エネルギーを輸入する方針を選択している。
　2つは，全産業・全業種を均等に発展させる方式ではなく，製造業のいくつかを「経済大国
化」実現のたあの戦略業種に指定し，産業資源を重点的に配分する，いわゆる「傾斜生産方
式」の選択である。全産業・全業種の均等発展を通じて高度経済成長を達成し，「経済大国化」
を実現する政策をわが国は選択せず，造船，鉄鋼，機械，電気機器，石油化学など製造業の特
定業種を高度経済成長に寄与する業種として指定し，これら特定の産業・業種を戦略的に育成
し援助する。このため，資源・エネルギーや労働力など産業資源を戦略業種に重点的に配分・
投入する「傾斜生産方式」を政策選択し，戦略業種の競争力を強化し，製品輸出を基軸に据え
た「貿易立国」政策を選択している。戦略業種の育成強化を通じて高度経済成長を推進する政
策を選択したことによって，以来，戦略業種と非戦略業種の不均等的な発展や格差が拡大の一
途をたどり，第1次産業と非第1次産業の不均等的な発展や格差もまた拡大の一途をたどって
いる。農業など第1次産業は戦略業種中心の高度経済成長への協力や寄与を期待され，農業近
代化のもとに市場原理にもとつく営農の合理化が要求され，経済国際化の洗礼をまともに受け
てきた。1961年には「農業基本法」を制定し，農業・農…家・農村が保有する用水・土地・労働
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力など産業資源を都市と戦略業種に供給・振り分けることを要求されてきた。かつ実際，用水
・土地などの産業資源は収奪され，移転や流出を促されている。その実態は紛れもなく農業の
「切り捨て」であり，農民「切り捨て」，農山村の「切り捨て」であった。
表2　「旧全総」　・「新全総」と開発関連の法律・計画
開発関連の法律・計画および主要な開発事業
1960所得倍増計画決定 治山・治水5力年計画
61 農業基本法制定 港湾整備緊急措置法 水資源開発促進法
62全国総合開発計画制定
?糟ｹ開発公団設立
新産業都市建設促進法
辮_高速公団設立
臨海工業地域開発計画
63近畿圏整備法 名神自動車道開業 首都高速1号線開通
64工業整備特別地域促進法
ｪ郎潟新農村建設事業団
結档Iリンピック開催
日本鉄道建設公団設立
穴C道新幹線開業
大阪高速道路1号開通
繽B横断道路開通
65 中期経済計画策定
?痩｡断道建設法
新東京国際空港公団法
ｼ神自動車道開通
九州横断道建設法
謔Q次治山5力年計画
66中部圏開発整備法
ｽ摩ニュータウン計画
建設省国土建設長期構想
|ートアイランド着工
新東京国際空港成田へ
67経済社会発展計画策定
?s高速環状線全線開通
第1次空港整備5年計画
逞｢ニュータウン完成
山陽新幹線工事着工
ｮ力炉核燃料開発公団
68東名自動車道部分開通 九州縦：貫道建設起工式 超高層霞ケ関ビル完成
69新全国総合開発計画策定
喧ｼ自動車道全面開通
都市再開発法公布
ｽ摩ニュータウン建設
新都市計画法公布
}波学園都市起工式
70大阪万博開催
ﾟ疎地域対策緊急措置法
?kニュータウン完成
政府，総合農政を決定
S国新幹線鉄道整備法
新経済社会発展計画
{州四国連絡橋公団
71 環境庁発足
繪z新幹線起工式
青函トンネル起工式
Q期住宅建設5力年計画
東北新幹線起工式
V宿副都心超高層ビル
72沖縄開発庁設置
R陽新幹線営業開始
ﾎ油パイプライン事業法
琵琶湖総合開発特別措置
V都市基盤整備法公布
駐坙{列島改造論』出版
東北縦貫道一部開通
ｩ然環境保全法公布
73済社会基本計画策定
繽B自動車道開通
資源対策緊急措置法
拠｣新都心埋立工事開始
関門門大橋完成
?Y潟干拓工事竣工
74国土利用計画法公布 国土庁発足 地域振興整備公団発足
75道路整備長期計画策定
賴n開発公団発足
山陽新幹線開業
ﾎ油備蓄法公布
本四架橋尾道今治着工
76国土利用計画決定 50年代前期経済計画 本四架橋瀬戸大橋起工
77第3次全国総合開発計画
ﾞつ小川原開発基本計画
上越新幹線工事計画決定 本四架橋因島大橋起工
　3つは，開発政策や開発行政の選択である。戦略業種を中心に生産や経済の規模を拡大する
には，既成工業地帯以外に戦略業種の大規模生産拠点を新たに確保する必要があった。このた
め，既成工業地帯以外の，地方・遠隔地や大都市近郊に新規大規模生産拠点を造成・整備し，
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戦略業種などの工場・事業所を誘致，あるいは進出を促すなどの計画的な工業配置が必要で
あった。「旧全総」や「新産業都市建設促進法」などの開発関連法を制定し，開発計画を策定す
る必要があった。1969年に「新全総」，1977年に「三全総」，1987年に「四全総」，1998年に「五
三総」を策定し，1983年に「高度技術工業集積地域開発促進法」（「テクノポリス法」），1987年
に「総合保養地域整備法」（「リゾート法」），！988年に「多極分散型国土形成促進法」，1992年に
　「地方拠点都市地域整備法」を制定している。開発関連の法律や計画を相次いで制定・策定し
てきた背景には，こうした政策意図がある。
　もちろん，大規模生産拠点の造成や大規模「国家プロジェクト」は高度経済成長期以降や戦
後の専売特許ではない。国家主導の資本主義化を選択せざるを得なかったわが国は，明治以
降，国家制度や国家財政を通じて企業家や企業を育成し，資本主義的な生産システムを導入・
定着する必要があった。わが国最初の鉄工所である八幡製鉄所を日清戦争の賠償金を財源に官
営で設立した経緯などに，国家主導の資本主義化が端的にあらわれている。戦争と敗戦によっ
て壊滅的な打撃をこうむった日本資本主義は戦後，再び国家制度と国家財政を駆使して復活の
足場を築かざるを得なかった。そのじつわが国は「国家プロジェクト」を通じて生産拠点の再
生，資本主義的経済活動の，企業活動の復興・再生が必要があったし，大規模生産拠点の造成
・整備に乗り出さざるを得なかった。その意味でも明治期の日本資本主義の成立・発展に際し
て中央政府が果たした役割と同様，戦後の復興においても国家主導や国家財政・行政投資の機
能は大きかった。朝鮮戦争（特需）を通じて戦後復興の手がかりを掴んだ戦後の日本資本主義
と日本経済は，高度経済成長を確実にするため，1950年代後半以降，国家制度や国家財政を通
じて資源・エネルギー源や生産拠点の開発・整備に本格的に乗り出している。
　1950年制定の「国土総合開発法」はそのさきがけである。「経済，社会，文化等に関する施策
の総合的見地から，国土を総合的に利用し，開発し，及び保全し，並びに産業立地の適正化を
図り，あわせて社会福祉の向上に資する」（第1条）ため「国土総合開発法」を制定し，「土
地，水その他の天然自然の利用に関する事項」「都市及び農村の規模及び配置の調整に関する
事項」「産業の適性な立地に関する事項」「電力，運輸，通信及びその他の重要な公共的施設の
規模及び配置並びに文化……」などに関する総合的・基本的な計画（第2条第1項）を「全国
総合開発計画」などとして策定することになっている。都道府県によっては「都道府県総合計
画」を策定しているが，肝心の「国が全国の区域について策定する総合開発計画」（第2条第3
項），いわゆる「全国総合開発計画」を策定せず，「全国総合開発計画」を「曾孫総」として策
定するのは12年後の1962年である。このため，この法律では日本版rTVA」として有名な
「河川総合開発事業」の根拠計画である1951年策定の「特定地域総；合開発計画」だけが脚光を
浴びることになった。電源開発，農産物増産，治山治水などの事業を実施するため，1951年に
は阿仁田沢，最上，北上，只見，利根，飛越，能登，天竜東三河，木曽，吉野熊野，大山出
雲，芸北，錦川，那賀川，四国西南，北九州，阿蘇，南九州を「特定地域総合開発計画」対象
地域に指定し，1957年には十和田岩木川，北奥羽，仙塩を対象地域として追加している。
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　ところで，国家主導・行政主導の大規模開発が本格化するのは1955年以降，わが国が「経済
大国化」の途を選択し，高度経済成長政策を選択して以降である。「旧全総」を策定し，「新産
業都市建設促進法」や「工業整備特別地域整備促進法」を制定し，「拠点開発」方式を選択して
以降，「新全総」を策定し，「巨大開発」方式を選択して以降である。もちろん，開発関連法や
開発計画はそれ以前にも制定・策定している。表1が示すように，1952年には「道路整i備特別
措置法」や「電源開発促進法」を制定し，1953年には「港湾整備促進法」，1954年には「土地区
画整理法」を制定し，治山治水，道路，港湾，食糧増産，電源開発，住宅，都市整備などを
「公共事業」，「国家プロジェクト」として計画・着手している。産業基盤整備や道路港湾整備
や都市基盤整備などの大規模開発事業は省庁や特殊法人などによって「国家プロジェクト」と
して本格的に計画・構想されているが，計画などの大半は1955年以降に着手されている。事業
規模は1960年以降に大規模化し，開発件数も急増している。
　表1に示すように，大規模開発を「国家プロジェクト」として構想・計画・実施するため，
1950年代後半には「首都圏整備法」（1956年），「新長期経済計画」（1957年），「特定多目的ダム
法」（1957年），「国土開発縦貫自動車道建設法」（1957年），「道路整備緊急法」（1958年），「日本
道路公団法」（1958年）を策定・制定している。1960年代前半には，表2に示すように，「所得
倍増計画」（1960年），「農業基本法」（1961年），「新道路整備5力年計画」（1961年），「旧全総」
（1962年），「新産業都市建設促進法」（1962年），「臨海工業地帯開発計画」（1962年），「工業整
備特別地域整備促進法」，「国土開発幹線自動車道建設法」（1966年）などを策定・制定してい
る。この傾向は1970年以降に引き継がれ，1969年の「新全総」，1970年の「全国新幹線鉄道i整備
法」の策定・制定を筆頭に「新経済社会発展計画」（1970年～75年），「経済社会基本計画」
（1973年～77年），「道路整備長期計画」（1975年），「三全総」（1977年），「むつ小川原開発基本
計画」（1977年），「石油備蓄法」（1977年）を策定・制定している。1980年以降には「テクノポ
リス法」（1983年），「首都改造計画」（1985年），「東京湾横断道路の建設に関する特別措置法」
（1986年），「四全総」（1987年），「全国総合水資源計画」（1987年），「総合保養地整備法」
（1987年），「多極分散三国±形成促進法」（1988年），「公共投資基本計画」（1990年），「地方拠
点都市地域整備法」（1992年），「大阪湾臨海地域開発整備法」（1992年），「五全総：」（1998年）な
どを相次いで策定・制定している（表3）。
　戦後とくに高度経済成長期以降，大規模開発を施行するため以上のように開発関連の法律や
計画を制定・策定しているが，併行して特殊法人など事業主体を設置する法律を相次いで制定
している。1955年には「日本住宅公団」（以下，公団などを特殊法人という）を設置し，1956年
には「日本道路公団」，1959年には「首都高速道路公団」，1962年には「阪神高速道路公団」や
「水資源開発公団」，1963年には「日本鉄道建設公団」や「八郎潟新農村建設事業団」，1966年
には「新東京国際空港公団」　1967年には「動力炉・核燃料開発事業団」，1970年には「本州四
国連絡橋公団」，1974年には「地域振興整備公団」，1975年には「宅地開発公団」，1984年には
「関西国空港株式会社」（特殊会社），1986年には「東京湾横断道路株式会社」，1991年には「首
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都圏新都市鉄道」（「常磐新線」を建設する事業主体）を設置し，新幹線，高速自動車道，幹線的
国道，大規模農地造成，大規模工業団地，連絡橋，空港，東京湾アクアライン，大規模住宅団
地（ニュータウン），多目的ダムなどの建設を担当させている。もちろん，大規模「開発プロ
ジェクト」は開発官庁や特殊法人や大企業の専：売特許ではない。現に省庁などが計画や事業実
施を独占してきたわけでもない。東京都は臨海副都心開発を計画・実施し，増大の一途をたど
る水需要を賄うため大規模ダムの建設を計画し，着工するなど「開発プPジェクト」の多くを
実際仕切ってきた。
　脱「第1次産業県化」を県是に掲げた千葉県は，東京湾臨海地域で大規模な埋め立て事業を
計画・実施し，大規模工業団地を造成してきたし，資源浪費型の進出企業に工業用水を供給す
るため利根川や鬼怒川の水源地に大規模ダムを建設する計画や工業用水道を建設する計画を策
定し，建設してきた。千葉県はさらに「幕張新都心構想」，「上総新研究開発都市建設計画」
（「かずさアカデミアパーク」），「成田国際空港都市構想」からなるいわゆる「千葉新産業三角
構想」や大規模ニュータウン建設計画（千葉・成田）など数多くの大規模「開発プロジェク
ト」を相次いで構想・計画し，着工している（注16）。大規模「開発プロジェクト」を構想・計画
し，建設に着手したのは東京都や千葉県だけではない。神奈川県（「みなとみらい21」など）や
埼玉県（「埼玉新都心計画」など）なども相次いで大規模な「開発プロジェクト」を構想・計画
し，着手している。大阪府や兵庫県なども多くの大規模「開発プロジェクト」を構想・計画
し，着手している。他の道府県も大都市圏に負けず劣らず大規模「開発プロジェクト」を構想
・計画している。都道府県のみならず，横浜市，大阪市，川崎市，名古屋市，神戸市，福岡市
などの政令指定都市や地方中核都市も大規模「開発プロジェクト」を構想・計画し，建設に着
手している。地方中核都市などが展開した開発ドラマの凄まじさは「新産都市」や「工業整備
特別地域」の指定合戦に参入し，誘致ドラマを演じてきた壮絶さに集中表現されている。都道
府県などは「開発プロジェクト」を推進するため，開発部局を新設・拡充し，開発を担当する
企業庁や開発局などの外局を新・増設している。さらに土地開発公社など開発型「第3セク
ター」などを数多く設立している。都道府県などは企業庁などの外局や「第3セクター」に対
して，地方税などを財源に多大な事業資金を出資し，融資や補助金などを拠出する一方，職員
を派遣するなど人的協力を積極的に行っている（注17）。
　戦後の大規模開発の歴史は「国土総合開発法」が定めた「国土総合開発」の1つである「特
定地域総合開発」で本格的にスタートしている。以来，「国家プロジェクト」などとして展開さ
れた大規模開発の経緯を改めて整理すると，段階としては4つに区分できる。
　第1段階は，高度経済成長が本格化する以前の大規模開発である。「国土総合開発法」の制定
は1950年であるが，国は「全国総合開発計画」を策定せず，実際に陽の目を見たのは「特定地
域総合開発」である。したがって，この時期の「開発プロジェクト」は日本版「TVA」とし
て有名な「河川総合開発」に代表される。後進農村地域での「多目的ダム」建設事業に代表さ
れる。
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表3　「三全総」策定以降の開発関連の法律・計画
開発関連法・計画と主要な開発事業
1977第3次全国総合開発計画
78整備新幹線実施計画了承
相ｲ審議会新規高速道路
cfル地方生活圏総合整備
新東京国際空港開港
{四架橋児島坂出着工
長良川河口堰工事着工
L明干拓事：業完工
79新経済社会7力年計画策定 国土庁地価調査結果公表 本四架橋大三島橋開通
80過疎地域振興特別措置法 幕張新副都心地区造成了 市街地農地宅地並課税
81 阪神高速全線直結 九州自動車道開通 環境影響評価法提出
82東北新幹線暫定開業
ﾖ西学術研究都市構想検討
上越新幹線全面開通
ｭ府，財政非常事態宣言
中央自動車道一部開通
蒼S赤字線廃止二二出
83第2臨調最終答申提出
｡浜みなとみらい21着工
通産省テクノポリス法
結档fィズニランド開園
中国自動車道全線開通
84関西国際空港㈱発足 テクノポリス地域を指定
85国土庁，首都改造計画公表 関越自動車道全線開通 核燃料リサイクル施設
86国幹審議会基本計画線決定
ﾍ川審議会高規格堤防提言
東北自動車道全線開通
蒼y建設長期構想発表
本四架橋明石大橋着工
O川レポート提出
87第4次全国総合開発計画
ﾖ西国際空港建設着工
結棊ﾕ海副都心開発計画
総合保養地整備法公布
ﾂ函トンネル開通
蒼S民営化実施
緊急土地対策要綱決定
v慈市，石油地下備蓄基地
88通産省，頭脳立地法公布
ｽ極分散型国土形成推進法
k陸自動車道全線開通
ふるさと創生1億円交付
嵓ﾖ自動車道全線開通
結档hーム落成
津軽海峡線開業
{四架橋瀬戸大橋開通
ｷ良川河口堰起工
89土地基本法成立
｡浜ベイブリッジ開通
北陸新幹線起工
拠｣メッセオープン
北海道縦貫道一部開業
V日鐵釜石製鉄所閉鎖
90大阪，花の万博開催
ｷ崎自動車道全線開通
日米構造協議最終報告書
ｭ府税調「土地課税強化」
公共投資基本計画決定
91 湾岸戦争勃発
繽B新幹線建設起工
総合土地対策推進要綱
喧k新幹線延伸工事起工
東京湾横断道，人工島
V都庁ビル落成式
92地方拠点都市地域整備法
蜊纔p臨海地域開発整備法
「生活大国5力年計画」
結條O環道路一部開通
国会等移転法公布
R形新幹線開業
93環境基本法制定 政府，総合経済対策決定 第11次道路整備計画
94関西国際空港開業 建築基準法改正
95 阪神淡路大地震 常磐新線沿線開発開始 長良川河口堰本格稼働
96臨海副都心開発完成先送り 日本版ビッグバン構想
97環境影響評価法公布 長野新幹線開業 東京湾横断道路開通
98第5次全国総合開発計画
燉Z二法成立
新道路5力士計画策定
ｷ銀，日債銀破綻国有化
本四架橋明石大橋開通
　第2段階は，1960年代の大規模開発で，「旧全総」や「新産都市建設促進法」，「工業整備特別
地域整備促進法」が選択した「拠点開発」である。「拠点開発」では地方や遠隔地，大都市近郊
において大規模生産拠点を造成・整備し，分散配置された「新産都市」や「工業整備特別地
域」など全国の大規模生産拠点を高速交通網で結ぶため新幹線や高速自動車道を建設する大規
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模「開発プロジェクト」を期待している。その一方，すでに社会問題化している大都市圏や既
成工業地帯における「過密」と地方・遠隔地における「過疎」の同時解消を期待している。
　第3段階は，1970年忌の「巨大開発」である。「拠点開発」は既成工業地帯以外の地方などに
　「新産都市」や「工業整備特別地域」などを形成する期待に一定程度応えたが，「過密」と「過
疎」の同時解消には成功せず，「過密」と「過疎」の弊害を逆に加速・増長させている。「拠点
開発」が目的を果たさず，逆に拡大した「過密」「過疎」の弊害などの問題を解消・解決すべ
く，さらに「経済大国化」を実現するため，遠隔地にさらに大規模な生産拠点を造成するため
打ち出したのが「新全総」であり，「巨大開発」方式であった。ところで，周知のように，「新
全総」は策定直後にオイルショックに遭遇している。結果的に「巨大開発」が基軸に予定した
資源浪費型や重厚長大型の工業化が挫折の憂き目にあったこと，スタート段階で出鼻を挫かれ
たなどから，「巨大開発」は大幅な軌道修正を余儀なくされた。
　第4段階は，「三全総」以降の開発である。「拠点開発」や「巨大開発」は「過密」「過疎」問
題の解消を掲げたが，成果をあげることに失敗している。そのじつ「過密」と「過疎」の問題
を拡大・増長している。このため，「三全総」は「大都市への人口と産業の集中を抑制し，一
方，地方を振興し，過密過疎問題に対処しながら，全国土の利用の均衡を図りつつ，人間居住
の総合的環境の形成を図るという方式」，いわゆる「定住構想」方式を選択せざるを得なかっ
た（注18）。したがって，「三全総」以降の開発行政で「拠点開発」方式や「巨大開発」方式の大規
模開発のもとで顕在化・深刻化した高度経済成長期以降の重厚長大型の工業化や産業構造の矛
盾と破綻，これに伴って醸成された全国各地の多様な地域問題を政策的に取り繕い，カモフ
ラージュする必要があった。このため，「三全総」では政策課題として「人間居住の総合的環境
の整備」を掲げざるを得なかった。「四全総」では「多極分散型国訴の構築一定住と交流による
地域の活性化」，「五全総」では「多軸亡国土構造形成の基礎づくり一自立の促進と誇りの持て
る地域の創造」を掲げる必要があった。この結果，大規模生産拠点の造成・整備を中心にした
「開発プロジェクト」構想は表向き大幅に後退し，代わって「定住圏構想」「リゾート開発」
「都市再開発」「地域連携軸構想」「広域国際交流圏構想」「大都市リノベーション構想」「多自
然居住地域構想」などソフトなプロジェクトが前面に出る形になるが，大規模「開発プロジェ
クト」であることには変わりない。くわえて，「旧全総」や「新全総」が計画・構想した新幹
線，高速自動車道，幹線的な国道，空港などを建設するプロジェクトは「三全総」や「四全
総」や「五全総」に予定通りに引き継がれ，建設され，相次いで完成し，供用にこぎ着けてい
る。
　先述のように，戦後の開発行政と大規模「開発プロジェクト」は「国土総合開発法」にもと
つく1950年代の「特定地域総合開発」や「河川総合開発」で本格的なスタートを切っている。
1960年代には「旧全総」や「新産業都市建設促進法」などにもとつく「拠点開発」，1970年代に
は「新全総」（あるいは田中角栄；著r日本列島改造論』）にもとつく「巨大開発」を経て，1980
年代には「三全総」や「四全総」のもとでの「定住圏構想」「地域連携軸構想」「広域国際交流
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圏構想」，「五三総」では「多自然居住地域構想」などソフトの「開発プロジェクト」を中心に
数多くの大規模開発計画を打ち出している。その意味でもわが国の戦後の歴史，とくに高度経
済成長期以降の歴史は「開発の歴史」「開発行政の歴史」であり，「経済優先の歴史」であっ
た。そして開発行政の中心を占めてきたのは間違いなく国家主導・省庁主導のプロジェクトで
あり，都道府県など地方自治体主導のプロジェクトであった。いわゆる「国家プロジェクト」
「行政プロジェクト」（以下，「国家プロジェクト」として表記する）であった。開発行政や間
断なく続く「国家プロジェクト」は，戦後のわが国を「土建国家」（注19）に変質・変容させたとい
われる。事業費の付け替えやばらまきが横行し，政界や官界やゼネコンの間で癒着の構造を醸
成してきた。「草の根保守主義」を醸成し，温床を育て，開発の舞台となった地方や遠隔地を政
治資金と「集票」のマシンに再編強化してきた。
　ところで，「国±総合開発法」に始まり，「五全総」にいたる戦後の開発行政の経緯などにつ
いては，開発行政の生き証人といわれる国土庁事務次官経験者・下河辺淳の証言がある（注20）。
開発行政の経緯や裏面については下河辺の証言に譲るとして，戦後の4段階の開発行政のそれ
ぞれについて，「国土総合開発法」や高度経済成長期以降の開発行政の基軸であった「旧全
総」，「新全総」，「三全総」，「四全総」，「五全総」の策定時における現状認識，策定意図，開発
手法などについて概観する。
　1）第1期の開発行政一第1期の開発行政は1950年5月制定の「国土総合開発法」にもとつ
く開発行政，具体的には「特定地域総合開発」や「河川総合開発」に代表される。「国土総合開
発法」制定の翌1956年6月には朝鮮戦争が勃発している。わが国は朝鮮戦争を通じてアメリカ
が発注した軍需物資の調達を戦後の経済復興の手がかりにしている。ところで，「国土総合開
発法」は第1条において，制定の目的を「この法律は，国土の自然的条件を考慮して，経済，
社会，文化等に関する施策の総合的見地から，国土を総合的に利用し，開発し，及び保全し，
並びに産業立地の適正化を図り，あわせて社会福祉の向上に資する」ことにある旨を明記して
いる。敗戦によって植民地の全部を喪失し，市場が狭隆化し，資源・エネルギーの供給地を喪
失するなど産業基盤が全壊した日本資本主義と日本経済は，「国土総合開発法」とそれにもと
つく大規模「開発プロジェクト」に復興の手がかりを求めようとした。第2条第1項は「国土
総合開発計画」では「土地，水その他の天然資源の利用に関する事項」「水害，風害その他の災
害の防除に関する事項」「都市及び農村の規模及び配置の調整に関する事項」「産業の適正な立
地に関する事項」「電力，運輸，通信その他の重要な公共的施設の規模及び配置並びに文化，厚
生及び観光に関する資源の保護，施設の規模及び配置に関する事項」を所管する旨を定め，第
2条第2項において「国土総合開発計画」は「全国総合開発計画，都道府県総合開発計画，地
方総合開発計画及び特定地域総合開発計画」の4つからなる旨を定めている。そのうえで，第
2条第3項では「全国総合開発計画とは，国が全国の区域について作成する総合開発計画」，第
2条第6項では「特定地域総合開発計画とは，都府県が内閣総理大臣の指定する区域について
作成する総合開発計画」を意味するなど計画の性格や対象区域などを定めている。
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　前述のように，わが国が「国土総合開発法」にもとづき「全国総合開発計画」を策定したの
は，12年後の1962年である（r旧全総」）。制定直後に基本計画の1つとしていの一番に策定し，
脚光を浴びたのは「特定地域総合開発計画」である。内閣総理大臣が「資源開発，産業振興，
国土保全，災害防除等につき高度の総合施策により経済自立目標達成の効果」が期待できると
して，当時の建設省が全国51箇所の候補地から秋田県阿仁田沢，山形県最上，岩手県北上，福
島県只見など21箇所を開発地域に指定した「特定地域総合開発計画」である。アメリカのTV
A開発を模倣したといわれる，いわゆる日本版「TVA計画」として有名な「河川総合開発計
画」である。「特定地域総合開発」を通じて資源開発や産業振興を促し，日本資本主義の自立化
に結びつけようとした。「特定地域」において「多目的ダムを中心にして，電源開発，農産物増
産，治山治水などの河川総合開発を目的」に「後進農村地域の住民の所得水準を引き上げ，電
化によって生活を改善し，同時に日本資本主義復興の基盤をつくり，地域格差の是正をはかろ
う」とした「特定地域総合開発」である。もちろん，北上川，最上川，天竜川，吉野川などで
計画・実施した「特定地域総合開発」が期待された成果を必ずしも十分あげなかったこと，当
初の目的を十分達成できなかったことは，宮本憲一の分析・評価（「1953年～54年の西日本の
大水害をはじめ，特定地域では開発効果以上の災害による損害をまねいた。とりわけ災害防止
を目的としたはずの多目的ダムが，ダム災害をひきおこした。」「もっとも重点をおいたはずの
国土保全が達成されなかったということである。」）に端的に示されている。
　このため，結果として「特定地域総合開発」は「電力資本の水資源の独占的利用，地域独占
の完成」に終わっている（注21）。「特定地域総合開発」の論理・期待（開発対象地域の「住民の所
得水準を引き上げ，電化によって生活を改善」する）と現実・実態（「国土保全が達成され」
ず，「開発効果以上の災害による損害をまねいた。」）の乖離や矛盾は明らかである。「特定地域
総合開発」の失敗を宮本は，開発対象地域が「巨大なダムをのこして過疎農村となっている。
多目的ダムと並行して当時の開発の主役であった炭鉱都市も，巨大なボタ山をのこして崩壊寸
前となっている。日本経済の復興の育ての親ともいうべき特定地域の地元民は，育てた子供た
る財界からすてられた」実態をとおして嗅ぎ取っている（注22）。宮本が指摘するように，「特定地
域総合開発」は結果的に「後進農村地域の住民の所得水準を引き上げる」とした多目的ダム開
発の目的を達成することはできなかった。半面，大都市圏や既成工業地帯，あるいは重化学工
業が期待した電力供給などでは効果をあげ，戦後日本資本主義の復活に大いに寄与したことは
間違いない。そして実際，わが国は1955年以降，高度経済成長に転じており，以来，「経済大国
化」の途を突っ走っている。1957年には「新長期経済計画」を策定し，1960年以降の高度経済
成長政策や「経済大国化」につなぐ役割を果たしている。1960年には「新長期経済計画」を引
き継ぐ「所得倍増計画」を策定し，10年間に16兆1300億円を投資する旨を公約している。
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　2）第2期の開発行政一「所得倍増計画」実現のための政策手段として，わが国は1962年に
は「旧全総」と「臨海工業地帯整備計画」を策定し，「新産業都市建設促進法」を制定してい
る。1964年には「工業整備特別地域整備促進法」を制定し，大規模生産拠点など産業基盤を
「拠点開発」方式で造成・整備する方針を決定している。「旧全総」は計画策定の目的として
rr国民所得倍増計画』およびr国民所得倍増計画の構想』に即し，都市の過大化の防止と地域
格差の縮小化に配慮しながら，わが国に賦存する自然資源の有効な利用および資本，労働，技
術等諸資源の適切な地域配分を通じて，地域間の均衡ある発展をはかる」などを掲げている。
「東京および大阪を中心とする資本，労働，技術等諸資源の集中集積を通じて発展してきた」
わが国の経済が，「集積の利益」以上に「密集の弊害」を引き起こし，過大都市問題に発展して
きていること，この事態を解消・緩和し，地域格差を縮小するには工業を分散する必要がある
こと，分散に当たっては「長期的視野にたって国民経済全体からみて，開発効果を最大にする
よう考慮」する必要がある旨を謳っている。
　ところが，投下可能な資本量には限度がある。このため，「工業の適正な配分は開発効果の高
いものから順次に集中的になされなければならない」として考え出したのが「計画の目標を効
果的に達成する方策」としての「拠点開発」の方式であった。r拠点開発」では「主として大規
模な工業等の集積をもたせることによって周辺の開発を促進する役割」が期待される「工業開
発拠点」と，「大規模な外部経済の集積をもたせることによって東京，大阪，名古屋のもつ外部
経済の集積を利用しにくい地域の飛躍的な発展を可能にする中枢主導的な役割」が期待できる
「地方開発拠点」を定め，「開発拠点」に「財政上の助成措置，政府金融機関による長期融資等
財政，金融上の適切な措置」を政策的・戦略的に講じて，①用地，揚水，交通，通信，電力等
の産業基盤，②住宅，上下水道，文教施設，観光施設等の生活環境施設，③治水，利水等の国
土保全施設を総合的観点から建設・整備する必要がある，としている（注23）。
　そのうえで，「開発政策を総合的に推進する」対象地区として，以下の3つの地区をあげてい
る（注24）。
　！つは，「過密地域」である。「すでに外部経済の集積の拡大に比して，産業や人口が過度に
密集し，これにともなって交通まひ，用水不足，産業公害等密集の弊害が発生しているか，あ
るいは発生が予想される地区およびその周辺部であり，これらの地区の再開発をはかるために
産業等に対する規制あるいは調整を行う地域」である。「京浜地区，阪神地区ならびにこれらの
周辺部とし，北九州工業地帯はこれらに準ずるものとする。……名古屋地区およびその周辺部
は，過密におちいらぬよう十分配慮しながら，発展の進度に応じて必要な調整を行う地区」で
ある。つまり，東京以西の太平洋ベルト地帯である。
　2つは，「調整地域」である。「過密地域以外で東京，大阪，名古屋がもつ外部経済の集積の
利益の享受が濃い地域であり，主として計画的に工業分散を誘導するための基盤整備を行う地
域とする。これを関東地方，東海地方，近畿地方および北陸地方」で，ここに大規模工業開発
地区，中規模地方開発都市等を設定する，としている。
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　　3つは，「開発地域」である。「東京，大阪，名古屋から遠距離にあっ七，それらの外部経済
の集積の利益の享受が薄い地域であり，積極的に開発を促進するための基盤整備を行う地域」
であり，北海道地方，東北地方，中国地方，四国地方，九州地方を想定している。この地域に
は大規模地方開発都市，大規模工業開発地区，中規模地方開発都市等を設定する，としてい
る。
　では，「寸話総」は土地や用水や労働力などの産業資源や，交通通信施設などの産業基盤をど
う確保・整備しようとしているのか。「土地」の確保に関しては「わが国の土地の開発利用は，
農業を中心にすすめられてきた。とくに戦後の復興期においては，食糧の国内供給力の不足か
ら量的増産に重点がおかれ，その結果，農業基盤の整備，農業技術の進歩等によって食糧需給
の緩和をみるに至ったが，他方，農業構造を改善し，生産性の向上をはかりながら，農産物生
産の選択的拡大をすすめるためには，農業用地がますます重要になってきている。しかし，土
地需要の重点は，工業の急速な発展にともない，増大する工業用地，生活水準の上昇にともな
う住宅用地等の確保に向けられてきている。……急激に増大する需要に対応する供給源として
は，既存土地の高度利用のほか，土地造成によりこれを積極的に確保する必要にせまられてい
る」として，既存の土地利用では「優良農耕地雨の保全に留意しながら，工業用地，住宅用地
などの合理的転換をはかる」，「近郊農業地帯との関連において，宅地開発計画ならびに都市建
設計画にもとづいた土地利用計画をはかる」などの見地を通じて工業用地や住宅地を農用地の
転用によって確保する方策を示す一方，海浜の埋め立てによって土地造成を図る旨も示してい
る。
　労働力の確保では「労働力需給の産業間地域間不均衡を解消するために，極力労働力流動の
円滑化をはかるとともに工業等の分散誘導および農業の近代化により労働力の調和ある地域的
配置をはかることが必要である」として，農業の近代化を通じて農業・農村に逗留する若年労
働力の流出を促し，これによって工業等の労働力を確保・調達する旨を示している（注25）。ま
た，電力の確保では「急速な電力需用の増大に対応する今後の電源開発の方向としては，基底
不可欠な受け持つ火力発電所の開発を主とし，水力発電所の開発は貯水池式，揚水式を主とし
て尖頭負荷を分担することとする。水力発電開発については，国内資源の有効利用をはかる見
地から極力その開発をはかることが望ましいが，今後の水力電源発電は，貯水池式（揚水式を
含む）が主となるため，他の利水事業，治水事業との関連が多い多目的貯水池の開発がとられ
るようになり，このことは同時に地域総合開発と関連する部面がますます多くなる。したがっ
て，今後の水力電源発電は，電力側における水，火力併用上の経済性と地域総合開発上の総合
効果を考慮して他の利水事業との調和をはかり，各事業の適正な費用分担によってその開発を
促進することとする。電源開発の主体である火力電源開発については，過密地域および整備地
域における火力発電所用地取得難の現状にかんがみ，とくに整備地域の工業開発地区の配置と
関連して長期的構想のもとに火力発電所用地の確保と，火力発電に必要な港湾設備の整備をは
かることとする。開発地域については，工業開発地区の配置と関連して同様の考慮を払うとと
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もに，場合によっては火力発電所建設によって地域開発の先導的役割を果たさせる」として，
地域での開発は電力確保の意味でも不可欠である旨の見地を示している（滋6）。高度経済成長お
よび「経済大国化」実現のため，産業界や大都市圏などが土地，用水，労働力など産業資源の
確保，とくに大都市圏が需要拡大の一途をたどる都市の生活用水等を確保するため，「所得倍
増計画」決定の翌年，「旧全総」や「新産業都市建設促進法」を策定・制定する前年の1961年に
「農業基本法」を制定する必要があった。
　さらに大規模開発を伴う「国家プロジェクト」には首都圏や近畿圏など大都市圏を対象にし
た「首都圏整備法」（1956年），「首都圏の近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関する法律」
（1963年），「首都圏近郊緑地保全法」（1966年），「近畿圏整備法」（1963年），r近畿圏の近郊整
備区域及び都市開発区域の整備に関する法律」（1964年），「近畿圏の保全区域の整備に関する
法律」（1967年），「中部圏開発整i備法」（1966年）など開発関連の諸法律を根拠に策定された開
発計画がある。同じく地方を対象にした開発関連の法律も「北海道開発法」（1950年），「東北開
発促進法」（1957年），「北陸地方開発促進法」（1960年），「中国地方開発促進法」（1960年），「四
国地方開発促進法」（1960年），「九州地方開発促進法」（1959年）など相次いで制定されてい
る。これを根拠に数多くの大規模「開発プロジェクト」が計画・構想されている。このほか，
この時期には「低開発地域工業開発促進法」（1961年）を制定し，「低開発地域工業開発地区」
において同じく多くの「開発プロジェクト」を計画している。
　3）第3期の開発行政一1969年制定の「新全総」では「旧全総」を見直すことについて，以
下の認識を示している。「昭和37年に策定された全国総合開発計画においては，経済の高度成
長の過程において，都市の過大化の防止と地域格差是正が重要かつ緊迫した地域的課題として
現れたという認識に立って，人口と産業の効率的分散を図り，しかも国民経済的に見て高い開
発効果を発揮することが要請された。その具体的な戦略手段としてとらえたのが拠点開発方式
であり，新産業都市および工業整備特別地域が工業開発の新たな拠点として形成されつつあ
り，現在実施第5年目にはいっているが，今後解決しなければならない種々の困難な問題をか
かえているものの，おおむね昭和50年の目標を達成することは可能と思われる。とくに，従来
工業集積の小さかった日本海側等における新たな工業開発拠点について，さらに飛躍的な発展
が期待される」が，「計画策定後今日に至る経済成長が年平均10．9％と世界史上に例を見ない
高さで推移し，地域経済社会の変化が急激であることもあって，過密・過疎現象はますます深
刻化しており，事態の解決は容易ではない。過密・過疎現象を基本的に解決し，経済社会の飛
躍的発展を図るためには，現在進められている種々の対策の成果を踏まえつつ，国土利用の硬
直性を打破し，新しい社会へ積極的に対応し，新しい環境を形成するという観点から，国土利
用の抜本的な再編成を図る以外にない。土地利用の硬直性を打破するためには，中枢管理機能
の集積と物的流通の機構とを広域的に体系化する新ネットワークの建設により，開発可能性を
日本列島全域に拡大する必要がある」とする認識である（注27）。「旧全総」には過密過疎現象の解
消・緩和が期待されたが，実現できず，開発可能性を列島全域に拡大する必要があった。こう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一79一
大規模「国家プロジェクト」の構想と現実一「東京湾横断道路」建設と「常磐新線」建設計画に関する研究序説（田口）
した判断が「旧訓総」の全面的な見直し，「新全総」の策定を促すことになる。「新全総」があ
げているのは，以下の4つである。
　1つは，「長期にわたって人間と自然との調和を図り，また，将来都市化の進展に伴っていっ
そう深刻化すると考えられる国民の自然への渇望に応ずるために，自然を恒久的に保護保存す
ること」である。
　2つは，「国土の利用が一部の地域に過度に偏して，効率を低下せしめることのないよう，全
国±を有効に活用するため，開発の基礎条件を整備して，開発可能性を全国土に拡大し，均衡
化すること」である。
　3つは，「それぞれの地域特性に応じて，それぞれの地域が独自の開発整備を推進すること
によって，国土利用を再編成し，効率化すること」である。
　4つは，「経済的，社会的活動が活発化し，ますます経済社会の高密度化が進むにつれて，国
民生活が不安と危険にさらされぬよう，都市，農村を通じて，安全，快適で文化的な環境条件
を整備，保全すること」である。
　以上の「（4つの）計画の目標を達成するために，従来からとってきた拠点開発方式の成果を
踏まえつつ，いっそう効果的，戦略的な方式」として新たに選択した開発の方式が，周知のよ
うに，「巨大開発」方式であった。「開発の基礎条件として，中枢管理機能の集積と物的流通の
機構とを体系化するための全国的なネットワークを整備し，この新ネットワークに関連させな
がら，各地域の特性を生かした自主的，効率的な産業開発，環境保全に関する大規模プロジェ
クトを計画し，これを実施することによって，その地域が飛躍的に発展し，漸次その効果が全
国土に及び，全国土の利用が均衡のとれたものとなるという方式」であった（注28）。
　　「新全総」には数多くの大規模「国家プロジェク・ト」が計画や構想として具体的に盛り込ま
れている。計画や構想として示された大規模「開発プロジェクト」は，以下の3タイプのいず
れかに属している。第1のタイプは，「日本列島の全域にその効果が及ぶ新ネットワークを形
成する全国的な通信網，航空網，高速幹線鉄道網，高速道路網，港湾等の建設，整備」にかか
わるプロジェクト，第2のタイプは，「産業規模の拡大，技術の集大成，大量生産方式に伴い，
新ネットワークの形成と関連しながら展開する大規模産業開発プロジェクトで，大規模な農業
開発基地，工業基地，流通基地，観光開発基地等の建設，整備」にかかわるプロジェクト，第
3のタイプは，「第1および第2のタイプの大規模開発プロジェクトとも関連して，環境保全
の観点から推進されるもので，自然および歴史的環境の保護，保存，国土の保全および水資源
の開発，住宅の建設および居住環境施設の建設，整備，地方都市の環境保全，農山漁村の環境
保全ならびに大都市の環境保全にかかる大規模開発フ．ロジェクト」である。
　第1のタイプでは，①「情報化社会に対応する全国的な通信網を整備する」プロジェクト，
②「中核都市の空港を整備して，全国的な航空網を整備する」プロジェクト，③「仙台・福岡
間の高速幹線鉄道を建設し，全国的高速幹線鉄道網を整備する」プロジェクト，④「幹線高速
道路網を建設・整備するとともに，道路網を補完する高速性能をもった道路を整備する。ま
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た，大型架橋の建設，大都市における都市内高速道路の建設を進める」プロジェクト，⑤「新
東京国際空港ほか数ヵ所の国際空港を建設する」プロジェクト，⑥「仙台，広島等に新たに流
通拠点港湾を整備するなど，全国的観点から，大規模流通拠点港湾を計画的に配置し，整備す
る」プロジェクトに代表される。
　第2のタイプでは，①「天北，根釧，北上北岩手，阿武隈八溝，阿蘇久住等において大規模
畜産のたあの基盤を整備する」プロジェクト，②「東北等の主要水系流域において，高度の水
管理を前提とする高度の生産技術による高生産性稲作地帯を形成するための基盤を整備する」
プロジェクト，③「西瀬戸内等の地域において，調査，検討を進めつつ，遠隔地に2～3の超
大規模工業基地を建設する」プロジェクト，④「大型エネルギー基地を建設し，長距離流通網
を整備する」プロジェク㌧⑤「東京湾，大阪湾，伊勢三河湾とその周辺部において，湾岸お
よび外郭環状の交通体系を整備し，港湾の広域的整備を図り，大規模流通センターを計画的に
配置するなど，総合的な大規模流通関連施設を整備する」プロジェクトが代表的である。
　第3のタイプでは，①「中部山岳地帯等において，自然を保存するとともに，合理的な森林
開発のための基盤整備を行い，あわせて，畜産，レクリェーション等を計画的に導入するなど
総合的に大規模森林地帯を開発する。また，大都市周辺において，大規模海洋性レクリェー
ション基地を建設し，さらに，未開発の半島において，観光等の資源の総合開発を促進する」
プロジェクト，②「首都圏，近畿圏等において，水質を保全するとともに，合理的，広域的な
水管理をおこない，あわせて，レクリェーション等に配慮しつつ，総合的に大規模水系および
その関連水系の開発を促進する」プロジェクト，③「中核都市において，芸術，文化，情報，
科学等の高次圏域施設を選択的に配置，整備する」プロジェクト，④「中枢管理機能の大集積
地である東京，大阪等の大都市において，防災性の確保するための都市施設を整備する。あわ
せて，ゼロメートル地帯等災害発生時に大きな被害の予想される地域における大規模な都市改
造計画を策定，実施する」プロジェクト，⑤「大都市における既成市街地の再開発の一環とし
て環境の整備を図りつつ大量の高層住宅を建設する。また，大都市周辺部において，適正規模
の中高層住宅を大量に建設するとともに，これに関連する居住環境施設および通勤交通施設を
整備する。このため，大都市の周辺部において，耕地を含む大規模な区画整理事業を実施し，
また，通勤圏内に大規模なニュータウンを建設する」プロジェクトに代表される（注29）。基本的
には道路や鉄道など交通関連施設の建設・整備，農林水産業や工業，流通，観光など産業開発を
通じて東海道～山陽道間の中央地帯に偏在する土地利用や中枢管理機能を列島全域に拡大する
ことをねらった「開発プロジェクト」である。
　「新全総」はさらに地方別に大規模「開発プロジェクト」の計画や構想を取り上げている。
この時期の開発関連の法律では，とくに「新産業都市建設促進法」や「工業整備特別地域整備
促進法」が重要である。したがって，この時期の大規模「開発プロジェクト」では「新産都
市」や「工業整備特別地域」に指定された都市や地区での大規模生産拠点や関連事業のプロ
ジェクトが代表的である。さらに，この時期には「工業再配置促進法」（1972年）や「工場移転
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一81一
大規模「国家プロジェクト」の構想と現実一「東京湾横断道路」建設と「常磐新線」建設計画に関する研究序説（田口）
促進地域及び誘導地域」における開発事業，「農村地域工業等導入促進法」（1971年）にもとつ
く開発事業，「全国新幹線鉄道整備法」（1970年）にもとつく交通インフラ建設事業を構i想・計
画そして着手している。特定事業の建設では「筑波研究学園都市建設法」（1970年）や「琵琶湖
総合開発特別措置法」（1972年）を根拠にした「開発フ．ロジェクト」などが代表的である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　表5　国土計画の概要
全国総合開発 新全国総合開発 第三次全国総合 第四次全国総合 21世紀の国土の
計　　　　　画 計　　　　　画 開　発　計　画 開　発　計　画 グランドデザイン
（全　総） （新全総） （三全総） （四全総） （五全総）
閣議決定 昭和37年10月5日昭和44年5月30日昭和52年11月4日昭和62年6月30日平成10年3月31日
策定時の
焉@　閣 池　田　内　閣 佐　藤　内　閣 福　田　内　閣 中曽根内閣 橋　本　内　閣
背　　景 1　高度成長経 1　高度成長経 1　安定成長経 1　人口，緒機 1　地球時代
済への移行
? ?
能の東京一極 （地球環境問題，
2　過大都市間 2　人口，産業 2　人口，産業 集中 大競争，アジア
題，所得格差 の大都市集中 の地方分散の 2　産業構造の 諸国との交流）
の拡大 3　情報化，国 兆し 急速な変化等 2　人口減少，高
3　所得倍増計 際化，技術革 ．3　国土資源， により，地方 齢化時代
画（太平洋べ 新の進展 エネルギー等 圏での雇用問 3　高度情報化時
ルト地帯構 の有限性の顕 題の深刻化 代
想） 在化 3　本格的国際
化の進展
長期構想 一 一 一 一 「21世紀の国土の
グランドデザイ
ン」
鼡ﾉ一軸型から多
軸型国土構造へ
目標年次 昭　和　45年昭　和　60年昭和52年からお おおむね平成12平成22年から27年
おむね10年間 年（2000年） （2010－2015年）
基本目標 〈地域間の均衡 〈豊かな環境の 〈人間居住の総 〈多極分散型国 〈多軸型国土構造
ある発展〉 創造〉 合的環境の整 土の構築〉 形成の基礎つく
都市の過大化 基本的課題を 備〉 安全でうるお り〉
による生産面・ 調和しつつ，高 限られた国土 いのある国土の 多軸三国土構造
生活面の緒問 福祉社会を目ざ 資源を前提とし 上に，特色ある の形成を目指す
題，地域による して，人間のた て，地域特性を 機能を有する 「21世紀の国土の
生産性の格差に めの豊かな環境 生かしつつ，歴 多くの極が成立 グランドデザイ
ついて，国民経 を創造する。 史的，伝統的文 し，特定の地域 ン」実現の基礎を
済的視点からの 化に根ざし，人 への人口や経済 築く。
総合的解決を図 間と自然との調 機能，行政機能 地域の選択と責
る。 和のとれた安定 等諸機能の過度 任に基づく地域づ
感のある健康で の集中がなく地 くりの重視
文化的な人間居 声問，国際間で
住の総合的環境 相互に補完，触
を計画的に整備 発しあいながら
する。 交流している国
土を形成する。
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基本的課 1　都市の過大 1　長期にわた 1　居住環境の 1　定住と交流 1　自立の促進と?
化の防止と地 る人間と自然 総合的整備 による地域の 誇りの持てる地
域格差の是正 との調和，自 2　国土の保全 活性化 域の創造
2　自然資源の 然の恒久的保 と利用 2　国際化と世 2　国土の安全と
有効利用 護，保存 3　経済社会の 界都市機能の 暮らしの安心の
3　資本，労働， 2　開発の基礎 新しい変化へ 再編成 確保
技術等の諸資 条件整備によ の対応 3　安全で質の 3　恵み豊かな自
源の適切な地 る開発可能性 高い国土環境 然の享受と継承
域配分 の全国土への の整備 4　活力ある経済
拡大均衡化 社会の構築
3　地域特性を 5　世界に開かれ
活かした開発 た国土の形成
整備による国
土利用の再編
効率化
4　安全，快適，
文化的環境条
件の整備保全
開発方式 〈拠点開発構想〉 〈大規模プロ 〈定住構想〉 〈交流ネット 〈参加と連携〉?
目標達成のた ジェクト構想〉 大都市への人 ワーク構想〉 一多様な主体の参
め工業の分散を 新幹線，高速 口と産業の集中 多極分散型国 加と地域連携によ
図ることが必要 道路等のネット を抑制する一 土を構築するた る国土づくり一
であり，東京等 ワークを整備 方，地方を振興 め，①地域の特 （4つの戦略）
の既成大集積と し，大規模プロ し，過密過疎問 性を生かしつ 1　多自然居住地
関連させつつ開 ジェクトを推進 題に対処しなが っ，創意と工夫 域（小都市，農
発拠点を配置 することによ ら，全国土の利 により地域整備 山漁村，中山間
し，交通通信施 り，国土利用の 用の均衡を図り を推進，②基幹 地域等）の創造
設によりこれを 偏在を是正し， つつ人間居住の 的交通，情報・ 2　大都市のリノ
有機的に連絡さ 過密過疎，地域 総合的環境の形 通信体系の整備 ベーション（大
せ相互に影響さ 格差を解消す 成を図る。 を国自らあるい 都市空間の修
せると同時に， る。 は国の先導的な 復，更新，有効
周辺地域の特性 指針に基づき全 活用）
を生かしながら 国にわたって推 3　地域連携軸
連鎖反応的に開 進，③多様な交 （軸状に連なる
発をすすめ，地 流の機会を国， 地域連携のまと
域間の均衡ある 地方，民間緒団 まり）の展開
発展を実現す 体の連携により 4　広域国際交流
る。 形成。 圏（世界的な交
流機能を有する
圏域）の形成
投資規模 昭和41年から昭 昭和51年から昭 昭和61年度から投資総額を示さ
和60年 和65年 平成12年度 ず，投資の重点化，
約130～170兆円約370兆円 1，000兆円程度効率化の方向を示
累積政府固定形 累積政府固定資 公，民による累 す。
成 本形成 積国土基盤投資
（昭和40年価格） （昭和50年価格） （昭和55年価格）
（注）出所：建設省監修r道路交通経済要覧』（平成10年版）
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　このほか，見落とせない開発を伴うプロジェクトには，建設省が1968年作成の「地域開発の
主要課題」を受けて提唱された「地方生活圏構想」にもとつく生活圏整備に関するプロジェク
トがある。「新全総」がこの構想を「広域生活圏」として認知したことを受けて動き出し，
1969年以降，全国の178箇所を「地方生活圏」として設定している。1990年には「新地方生活圏
計画」として再出発し，「青森地方生活圏」など全国の141箇所が「新地方生活圏」として指定
を受けている。これに伴って圏内でいくつかの開発計画や建設計画が策定されている。たとえ
ば，青森地方生活圏では「青森市高次都市機能整備プロジェクト」「陸奥湾沿岸地域整備プロ
ジェクト」「交流拠点形成プロジェクト」などのプロジェクトを計画し，発足させている。
　4）第4期の開発行政一オイルショックが「新全総」策定直後の1973年に勃発している。周
知のように，オイルショックは高度経済成長期以降，経済成長や「経済大国化」に陶酔してい
たわが国や市民には，大変な衝撃であった。当然のことながら，経済成長や「経済大国化」が
ベースにしてきた資源浪費型・重厚長大型の工業化や産業構造に大打撃を与え，政策の軌道修
正を迫った。それはほかならぬ，大量かつ低廉な石油を安定的に輸入し，浪費することで成り
立つ「新全総」の破綻を意味する。このため，オイルショックを契機にわが国は「新全総」の
「巨大開発」方式を見直す必要に迫られた。見直し後に新たに策定された「全国総合開発計
画」が「三全総」（1977年）である。
　「新全総」までの経済社会活動は国民の経済生活を国際的な高水準に引き上げるのに大いに
寄与したが，「経済的豊かさを実現する過程で，地域社会や国民の生活環境は，急激な変化にさ
らされ，さまざまな問題と困難に直面」した。具体的には「人口，産業が急速に巨大化した大
都市では，今や，集中し拡大する生活・生産諸活動と有限な都市空間，国土資源との問に不均
衡が生じ，また都市構造の更新の必要に現実のテンポが対応しきれず，このため，人々の生活
環境は，公害，環境問題の深刻化や交通混雑等過密の弊害によって，快適性を欠くばかりでな
く，大震火災に際しての安全性の確保が重大な課題となっている。同時に，人々は，日常生活
で自然とのつながりを失って，ふるさとの山や川を想い，そのような環境で育つ子供の将来に
不安を抱いて」いる。r地方都市では，これまでも，周辺農山漁村を含めた地域の経済，社会，
文化の中心としての役割を果たしてきたが，人口の大都市への流出を抑え，若年層の定着性を
高めて活力ある地域社会を再建するために，地方都市に対する期待は高まってきている。しか
しながら，現状においては，教育，文化，医療等に関するサービスや多様な就業の機会等にお
いて，大都市よりも一般的に低水準にあって，若年層の定住の基礎条件になお不満，不足であ
るぽかりでなく，日常の生活環境についても住民ニーズとの問に乖離がある。また，モータリ
ゼーションの進展に伴って，生活の広域化が急速に進み，これに即応する都市構造を持たない
ため，種々の困難に直面」している。一方，農山漁村では「零細な経営の下で全国的な生活水
準の向上に対応するため，兼業化が急速に進み，更に農業労働力に占める老人，婦人の割合が
高まり，同時に若年層を中心に人口の流出が続いて，均衡のとれた地域社会の維持，発展が困
難」化するなどの問題が表面化している（注30）。
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　　「新全総」の時期に醸成し表面化した「経済社会の新しい変化への対応」が必要であるとす
る認識，つまり，「四半世紀にわたって世界にも例のない高度成長を続けてきた我が国経済は，
内外環境の変化によって新しい段階へと移行しつつある。その中で，国民一人ひとりの価値観
や欲求は多様化し，多元化してきており，生活の安全性や安定性の確保など生活の質的充実，
うるおいのある生活環境が強く求められている。また，世界の政治経済は著しい変化を遂げ，
資源有限性の認識の高まりとともに，エネルギー問題，食糧問題など，我が国の経済社会をと
りまく国際環境は一段と厳しさと不安定性を増しており，これに対応して国土の利用について
根本的な見直しが要請されている」とする認識（注31）が，「新全総」の見直しと「三全総」の策定
につながっている。「三全総」が「計画方式」として選択したのは「定住構想」方式であった。
　「三全総」は「定住構想」方式を選択したことについて，以下のように説明している。「第二
次全国総合開発計画においては，第一次全国総合開発計画における拠点開発方式を更に充実さ
せ，中枢管理機能の集積と物的流通の機構とを体系するため，全国的なネットワークを整備
し，この新ネヅトワークに関連せしめながら各地域の特性を生かした自主的・効率的な大規模
開発プロジェクトを計画し，これを実施することによって，この地域が飛躍的に発展し，漸次
その効果が全国土に及び，全国土の利用が均衡のとれたものとなる方式がとられた。同時に，
生活圏を地域開発の基礎単位として設定し，地域の特性を生かした生活圏の整備，充実が図ら
れることを地域の自主性に期待した。つまり，国土経営の新しい生成システムを整備すること
に重点をおいて，全国土にわたる開発・整備を進め，その基礎の上に新しい生活圏が整備され
るにつれて，計画の目標が達成される根本的な方途が開かれるという方式である。しかしなが
ら，新しい生活圏の整備が立ち遅れたため，計画が意図した目的を達成するに至っていない。
第三次全国総合開発計画においては，大都市への人口と産業の集中を抑制し，一方，地方を振
興し，過密過疎問題に対処しながら，全国土の利用の均衡を図りつつ，人間居住の総合的環境
の形成を図るという方式（定住構想）を選択」するとしている（注32）。
　こうして策定された「三全総」も1987年には以下の事情で見直され，新たに「四全総」を策
定している。「昭和50年代後半に至り，東京圏への高次都市機能の一極集中と人口の再集中が
進んでいる。この傾向が更に進展すれば，東京圏の居住環境の改善を難しくするぽかりでな
く，限りある国土資源と人間活動のバランスが崩れ，貴重な国土を良好な状態で将来に引き継
ぐことも困難となる」など，「新たな地域課題と経済社会の変化に的確に対応」する必要がある
と判断し，「三全総」に見切りをつけ，新たに「四全総」を策定している。基本目標として「多
極分散型国土の構築」を掲げ，「計画手法」として「交流ネットワーク構想」を打ち出してい
る。「四全総」が掲げた国土計画は，以下の3つである。1つは，「定住と交流による地域の活
性化」，2つは，「国際化と世界都市機能の再編成」，3つは，「安全で質の高い国土環境の整
備」である。「定住と交流による地域の活性化」では「新しい経済社会への転換が産業構造の変
化を伴いつつ急速に進んでいる。エレクトロニクス，ライフサイエンス，新素材をはじめとす
る科学技術の進歩が，新しい発展の可能性を切り開こうとしている一方，我が国経済の国際化
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は，産業調整の進展，国境を越えた企業立地の展開，農業の体質強化の要請など地域産業に大
きな影響を与えつつある。こうした中で，近年地方圏においては，人口減少を生じている地域
も多く見られ，これらの地域の活性化が喫緊の課題」であるとする認識，「国際化と世界都市機
能の再編成」では「我が国経済は，国際的相互依存関係を強めつつ世界の経済活動の1割以上
を占めるに至り，国際社会における地位と役割は大きなものとなっている。このため，我が国
は従来にも増して国際社会との調和やその発展への貢献を図っていくことが不可欠であり，今
後本格的国際化の時代を迎え，世界に開かれ，世界とともに歩む国土づくりを進めることが強
く求められている」とする認識，「安全で質の高い国土環境の整備」では「安全で美しい国土を
21世紀に引き継ぐことが，基本的課題である。国民の安全を確保することは，安定した人と国
±のかかわりのための基本的条件であり，良好な国土管理により安全な国土を形成するととも
に，都市化，情報化，技術革新等が進展する中で，複雑，多様化していく災害へ的確に対応
し，あらゆる側面で国民生活の安全性を確保していくことがますます重要になる」とする認識
を示し，「四全総」を通じて「安全でうるおいのある国土の上に，特色ある機能を有する多くの
極が成立し，特定の地域への人口や経済機能，行政機能等諸機能の過度の集中がなく，地域
間，国際間で相互に補完し，触発しあいながら交流している多極分散型の国土」，いわゆる「生
活の圏域（定住圏）を基礎的な単位とし，さらに，中心となる都市の規模，機能に応じて定住
圏を越えて広がる広域的な圏域で構成され，それらは重層的に重なり合った構造をもち，それ
ぞれの圏域が全国的に連携することによりネットワークを形成する」「多極分散型国土の構築」
をめざすとしている（注33）。
　ちなみに，わが国が1962年に最初の「国土総合開発計画」を「旧全総」として策定して以
来，「新全総」「三全総」「四全総」と相次いで制定してきたが，これらの「国土総合開発計画」
はいずれも，「人口と産業の大都市圏への過度の集中による弊害と地域間格差を是正し，国と
の均衡ある発展を図るため」策定されている。だが「国土総合開発計画」の策定にもかかわら
ず，「予想を上回るダイナミックな集中，集積メカニズムの下で，国土の均衡ある発展は，未だ
達成されて」いない。このため，「四全総」以降においても「世界が一体化し，人，物，資金，
情報が自由に移動する時代を迎える中，戦後の我が国の発展を支えてきた経済社会システム
が，むしろ我が国の活力ある発展を阻害する要因になって」おり，くわえて「さらに我が国は
本格的な少子・高齢化を迎え……，将来に対する目標の喪失感と時代の閉塞感が広がって」き
た（注34）。
　そこで，こうした状況を受け，21世紀の幕開けを意識して策定されたのが，1998年策定の
「五全総」である。「経済面での欧米諸国へのキャッチアップを終えた地球社会のフロントラン
ナーの一員として，環境，資源の有限性が強く意識される21世紀において求めるものは，経済
的な豊かさとともに精神的な豊かさを味わうことができる，ゆとりと美しさに満ちた暮らしを
実現することである。このため，豊かな生活の源泉である経済社会の活力を維持しながら，そ
の恵みによって人間を癒すものである自然を保全し回復するとともに，人間の行うあらゆる活
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動に豊かな充実感と生きる意味を与えるものである文化を創造し，人々に多様な暮らしの選択
可能性を提供することができる国土の構想」（注35），それこそは「21世紀の国：土のグランドデザ
インー地域の自立の促進と美しい国土の創造」を掲げた「五全総」である。「国土構造転換への
道を切り拓き，長期構想『21世紀の国土のグランドデザイン』実現の基礎を築くことを目標」
に「五全総」が掲げた基本的課題は，以下の5点である（注36）。
　1つは，「地域と自ら将来の展望を切り拓くことが可能になるよう，地域の自立を促進し，自
然や文化を重視した誇りを持てる地域を創造する」。
　2つは，「大規模な地震を始めとする様々な自然災害等に対し国土の安全性を向上するとと
もに，長期的に見込まれる人口減少・高齢化，世界的な気候変動や地球資源の減少に対し，く
らしの安全を確保する」。
　3つは，「人類の生存基盤である環境と資源の有限性を認識し，精神的，物質的な恵みをもた
らす豊かな自然を持続可能な形で享受しつつ，将来に継承する」。
　4つは，「国内外の地域無競争が厳しさを増す中で，豊かな生活と雇用の安定を確保できる
よう，経済構造改革を進め，活力ある経済社会を構築する」。
　5つは，「全国各地域がそれぞれの特性を生かして国際的役割を担い，世界と交流し，国土の
隅々までが世界に開かれる状況を創出する」の5点である。
　これらの基本的課題を実現するため，「五全総」は多様な主体の参加と地域間の連携を進め
つつ，「地域に即した戦略」（過疎化，高齢化により地域社会が変貌しつつある一方で，豊かな
自然や固有の文化が残されている中小都市や農山漁村等からなる地域において，誇りの持てる
自立的な地域づくりを進めるなど）と「広域的に展開する戦略」（国内外の地域間競争が激しく
なる中で，地域間の連携と交流によって地域の個性ある自立を広域にわたり促進するととも
に，世界に開かれた国土の形成に向けて国際面での地域の自立を進める広域的な交流圏の形成
に取り組むなど）を通じて「各種機能へのアクセス機会の均等化を図る観点から交通，情報通
信基盤の整備を進める」として「多自然居住地域の創造」「大都市のリノベーション」「地域連
帯軸の展開」「広域国際交流圏の形成」にかかわる多様な事業計画を打ち出している（注37）。
　周知のように，1980年代の開発行政は「三全総」などの「全国総合開発計画」を軸に展開し
ているが，「開発プロジェクト」ではこのほか，以下の法律にもとつく「開発プロジェクト」も
重要である。1983年には「高度技術工業集積地域開発促進法」を制定している。この法律は
「新全総」以降の大規模開発の拠点として位置づけられる「テクノポリス開発地域」を定め，
全国の26箇所を「テクノポリス開発地域」に指定している（1997年現在，道央地域，函館地
域，青森地域，北上川流域地域，仙台北部地域，秋田地域，山形地域，郡山地域，宇都宮地
域，信濃川地域，富山地域，浅間地域，甲府地域，浜松地域，西播磨地域，吉備高原地域，広
島中央地域，宇部地域，香川地域，愛媛地域，環大村湾地域，久留米鳥栖地域，熊本地域，大
分県県北国東地域，宮崎地域，鹿児島県国分隼人地域）。1987年には「総合保養地域整備法」を
制定し，「北海道富良野・大雪リゾート地域整備構想」や「津軽・岩木リゾート構想」，「北緯
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40℃シーズナルリゾートあきた構想」など全国の4箇所を「リゾート構想地域」に指定（承
認）し（1997年現在），これら地域を中心に大規模なリゾート開発に着手している。1988年には
「多極分散型国土形成推進法」を制定し，「業務核都市」や「振興拠点地域」を指定している。
さらに1988年には「地域産業の高度化に寄与する特定事業の集積の促進に関する法律」を制定
し，1997年現在，全国の26箇所を「頭脳立地集積促進地域」に認定している。たとえば，北海
道旭川地域では①高度化産業として生活関連産業や機会金属工業，②集積特定事業としてソフ
トウエア業，情報処理サービス業，情報提供サービス業，デザイン業，自然科学研究所などの
集積の促進を計画し，青森県八戸地域では①高度化産業として新素材やバイオテクノロジー，
②集積特定事業として自然科学研究所，ソフトウエア業，デザイン業などの集積の促進を計画
している。1992年には「地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法
律」を制定し，帯広圏（帯広市，音更町，芽室町，幕別町）やオホーツク北網地域（北見市，
網走市，女満別町，美幌町，端野町）など全国の85箇所を「地方拠点都市地域」に指定してい
る。オホーツク叩網地域では「都市拠点整備地区」「教育・文化地区」「ウォーターフロント・
都心整備地区」「ふれあい交流プラザ地区」などを定め，都市整備や産業業務施設を再配置する
ため，多様な「開発プロジェクト」を計画・着手している（1997年現在）。
（注）
16　「千葉新産業三角構想」については千葉県職員労働組合編rいま，ちばは一県民・くらしの白書』
　　（千葉県職員労働組合，1985年），千葉県職員労働組合編『暮らしにひかりをいま転換のとき一県民の
　くらしの白書第5版』（千葉県自治体問題研究所，1993年）が批判的な検討をしている。
17企業庁や「第3セクター」などが投資してきた開発事業の少なからずは，1990年代に，いわゆる「不
　良債権」化し，自治体財政の重荷になってきている。自治体の不良債権については中山徹の優れた研
　究がある（中山徹著『行政の不良債権』自治体研究社，1996年）。
18　国土庁編r第三次全国総合開発計画』（1977年）7頁。
19　政治家と土建業者が公共事業を「利権誘導」と「集票」の装置として駆使する社会・政治システムが
　　「土建国家」である。「土建国家」の社会構造が本格化するのは1970年代前半である。以来，わが国は
　　「土建国家」として歴史を刻んできた。「土建国家」の典型は新潟3区の政治家・田中角栄と支援組織
　　「越山会」の関係に見ることができる。この構造は公共事業のばらまきを通じて全国各地で形成され
　てきた。石川真澄は「土建国家」を「公共事業に代表される地元利益と選挙の票を交換することで成り
　立っている『与党が与党であることによって与党であり続ける』システムのこと」として捉え（ジェラ
　ルド・カーティス，石川真澄共著『土建国家・ニッポン』光文社，1983年，5頁），さらに「もっと
　もっと公共事業が毎年，何か来ないと困る。それが，利益誘導による集票構造を根本のところで支え
　ており，そのうえに政治家と土建業者との金と人とのつながりが乗っている。その意味で日本はまつ
　たく『土建国家』なんです」と説明している（18頁）。
20　下河辺淳著『戦後国土計画の証言』日本経済評論社，1994年。
21　宮本憲一著r地域開発はこれでよいのか』（岩波新書，1973年）22～25頁。
22　宮本憲一著『前掲書』26頁。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一88一
人間の福祉　第！7号（2005）
23　経済企画庁編『全国総合開発計画』（1962年）3～7頁。
24　経済企画庁編r前掲書』7～8頁。
25経済企画庁編『前掲書』では第4章で産業基盤の整備（交通通信施設の整備，用水の確保，土地の利
　用，電力の確保）について，第8章で労働力の確保について，それぞれ考え方や施策を示している。
26　経済企画庁編『前掲書』37頁。
27経済企画庁編『新全国総合開発計画』（1969年，大蔵省印刷局）5～6頁。
28　経済企画庁編r前掲書』9～11頁。
29　経済企画庁編『前掲書』42～45頁。
30　国土庁編『第三次全国総合開発計画』（1977年，大蔵省印刷局）1～3頁。
31　国土庁編r前掲書』4頁。
32　国土庁編『前掲書』6～7頁。
33　「四全総」をここでは国土庁計画・調整局・四全総研究会編『第四次全国総合開発計画一40の解説』
　（時事通信社，1987年，以下，国土庁編）により紹介する。国土庁編r第四次全国総合開発計画』27～
　29頁。
34　国土庁編『21世紀の国土のグランドデザインー地域の自立の促進と美しい国土の創造』（1998年，大
　蔵省印刷局）はじめに。
35　国土庁編r前掲書』1頁。
36　国土庁編r前掲書』！0～12頁。
37　国土庁編『前掲書』13～16頁。
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